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略号一覧
ANFAC: Asociaci6n Nacional de Fabricantes de Autom6viles y Camiones. 
全国乗用車・ トラック製造業連盟
ANPCE : Asociaci6n Nacional de Promotores Constructores de Edificios. 
全国建物建設・販売業連盟
BE : Banco de・Espana. スペイン銀行
CAMPSA : Compafiia Arre11dataria del Monopolio de Petr6leos, S. A. 
DGA : Direcci6n General de Aduanas. 
EPA : Encuesta poblaci6n activa. 
INE : Instituto Nacional de Estadistica・ 
税関庁
労働力調査
国民統計協会
．石油専売株式会社
MOPU : Mii;iisterio de Obras Publicas y Urbanismo. 公共事業・都市整備省
OFICEMEN : Agrupaci6n de Fabricantes de Cemento de Espafia. 
スペイン・セメント製造業連合会
SEOP AN : Asociaci6n Empresas Constructoras de Ambito Nacional 
全国建設企業連盟
. UNESID : Uni6n de Empresas Siden'.trgicas. 製鉄業連合
なお，〔 〕は原書のカッコを，（ ）は訳者による加筆を示す。
2.3 物価，生産コスト，所得
スペインのインフレ過程は， 1982年にふたたび鈍化への強い抵抗を示したが；これは，
その年に物価の分野で大半の工業諸国が得た好結果と対照的である。経済の基礎的なイン
フレーションの指標としてGDPデフレーターを採った場合，スペインの13.6彩という上
昇率は，直前の2年間の状況と変わりがなかった。消費者物価指数のほうも， 1981年とほ
ぼ同じ14.4彩の上昇率であった。
世界市場の衰退は，・ペセタが減価したにもかかわらず，輸入価格上昇率の著しい低下に
反映され，そのために最終需要デフレーターの上昇圧力は緩和されたのである。しかし国
内的には，早魃が長びいたことから農産物価格の上昇が激しくなり，またサービス（価格）
も1982年前半に加速的に上昇したが，これはサッカーのワールドカップと関連づけねばな
らない。これらの現象は，外生的かつ短期的なものとして扱えるが， しかしスペイン経済
が（インフレ）再燃の強い傾向を帯びているために，基礎的インフレ過程を助長してイン
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フレ鈍化への抵抗を強めさせたのである。
輸入価格上昇率の鈍化はまた，国内生産コストを主として抑制した要素でもあった。
ともあれ， GDPデフレーターにせよ最終需要デフレーターにせよ，マクロの数値には
相対価格のかなりまちまちの推移が顕れていない。需要側の要因によって，消費財価格と
輸出価格は投資財価格を上回って上昇し，そして生産側の要因によって農産物価格とサー
ビス価格は，鈍化に最も抵抗した工業製品価格よりもなお一層ダイナミックに上昇した。
スペイン経済全体にとっての単位生産コストの動向について言えば，為替レートが減価
しfこにもかかわらず， とくに輸入投入財（の低廉化）に由来する単位コスト上昇率の鈍化
が1982年に生じた。単位労働コストも，一部は貨幣賃金が鈍化したことによって，また一
部は雇用の低下がふたたび非常に激しくなったいくつかの部門で生産性の向上が達成され
たことによって，その上昇率をより緩和させた。かくて，物価／生産コスト〔比率〕の動
向は，数年来のマージンの大幅な圧縮の後に， 1982年に営業余剰の推移に有利にはたらい
たのである。
2. 3. 1 物価の推移
消費者物価指数CPIの1982年における動向の特徴は，その年平均上昇率が鈍化への抵
抗を示した点と，消費者物価総合指数を構成する各要素が総合指数を上昇させる際の寄与
度に生じた変化——それはすでに1981年に始まった一ーが持続した点に求められる。つま
り2年続けて，非食料品価格の寄与度が低下し，食料品価格の寄与度が上昇したのである
〔2-:-25表をみよ〕。
食料品価格が果たした役割は， 1982年にもまた，ーー同年前半には後半よりも大きな圧
力を及ぼしたけれども一ー消費者物価の上昇率が鈍化への抵抗を示した理由を説明するう
えで不可欠であった。
CPIのうち食料品価格は年平均で1982年に，・前年の13.6彩に対して15.1彩上昇した。
しかしそうした上昇率は，これまでとは異なった加工食料品価格と未加工食料品価格の動
きに対応していた。というのも1982年に未加工食料品価格は，第一次産業で生み出・された
インフレ圧力のゆえに，加工食料品価格よりもずっとダイナミックに上昇したからである。
農産物価格のインフレ的な動きは，基本的に悪い気象条件の結果であり，当局によって
続けられた価格政策の役割の相対的な重要性を従前にくらべて減じさせた。実際，農家受
取価格の年平均上昇率は1982年に15.9彩〔1981年には12.8彩〕であり，キャンペーン中の
規制価格は前年と同じ13.4彩上昇し，そして規制されない（自由）価格の上昇は19.5彩〔1981
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2 -25表消費者物価指数の推移〔a〕
変化率
総合指数 食料料
非食料品
飲
たばこ全 体エネルギー非エネルギ〔100%〕 サービス〔40.52%〕〔59.48%〕〔5.32%〕ー工業製品〔25.96%〕〔28.20%〕
1979 15. 7 10.1 19.3 . 13.9 20.0 19.7 
1980 15.5 9.1 19.5 46.2 18.9 16.4 
1981 14.6 13.6 15.1 32.4 12.3 14.4 
1982 14.4 15.1 14.0 10. 6 13.2 15.6 
1981 第1四半期 16.6 19.2 15.5 65.4 9.9 13.5 
第Il四半期 12.4 4.8 16.7 38.0 13.5 15.4 
第1I四半期 12.9 13.6 13.1 22.2 12.8 14.1 
第w四半期 15.6 16.5 14.5 0.0 1. 0 15.5 
1982 第I四半期 15.8 18.3 14. 7 16. 7 13.2 18.9 
第I四半期 15.7 18.9 13.8 2.2 14.9 15.7 
第皿四半期 1. 6 12.5 1. 5 0.5 14.2 13.1 
第1V四半期 1. 8 6.1 14.6 22.8 12.0 1. 9 
出所〕 INE. 
a〕各四半期ごとの変化率は，前年同期比で計算され，年率に直して表示されてい
る。データは季節調整済み。
年は11.9%〕であった。本章の2.1.1節ですでに見たように， 塊茎作物と果物の実質生産
の後退はこれらの農産物価格に強い圧力を及ぼし，また食肉ーーとりわけ豚肉—の価格
もよりダイナミックな動きをとったのである。
スペインのインフレ過程の展開において農産物価格の動向が果たしている決定的な役割
を強調しておかねばならない。なぜなら食料品は，家計が購買する（財貨の）バスケット
において，非常に硬直的な需要の弾力性をもつ基本的な品目であり，したがって賃上げ要
求の形成においても特別に重要なウェートを占める品目を構成しているからである。
1982年のCPI(上昇）にたいして非食料品価格が食料品価格ほどの寄与度を有しなか
った点は，エネルギー関連工業製品価格の推移によって説明される。実際，この項目の強
い鈍化は， 非エネルギー関連工業製品価格とサービス価格（「底流としてのインフレ」の
構成項目）の上昇圧力を相殺するのに役立ったのである。
エネルギー輸入のベセタ建て価格の上昇率は， 1982年に明らかに鈍化した一年平均上
昇率は， 1981年の41.196から1982年に13.9%になった—ために，エネルギーの国内価格
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2-26表工業製品価格指数の推移
変化率
総〔10合0.0指%)数 1 中〔48間.1%〕財 1 消〔38費.8%〕財＼プ〔lラ~.1ン%〕 ト
1979 14.4 14.5 14.1 15.8 
1980 18.6 20.8 . 14.4. 13.6 
1981 15.7 19.4 11.0 14.2 
1982 12.2 1. 9 12.4 12.6 
出所〕 INE. 
は，卸売価格も消費（小売）価格も鈍化した。しかもこの国内価格の年間上昇率は．ェネ
ルギー輸入のペセタ建て価格の上昇率よりも小さくて，工業（製品）価格のうちエネルギ
一項目（の上昇）は11.2%に，また消費者物価のうちエネルギー項目（の上昇）は10.6形
にとどまった。それにもかかわらず， 1982年にエネルギーの輸入価格と国内価格が接近す
る動きが生じた。すなわち， 1982年末に導入された重要な手直しの後，その国内価格は，
エネルギー関連製品の実際の入手コストを反映するようになったのである。
CPIのうち非エネルギー工業製品価格は， 1982年に鈍化への最大の抵抗を示した項目
であり，おそらくスペイン経済のインフレ過程で中核をなしていた。そうした動向は，こ
．れらの製品の消費（小売）価格をも超えて加速した卸売価格の推移から裏付けられる。
実際，工業製品の卸売価格の推移が載っている 2-26表から，それを構成する各項目の
相対的な動きは， 需要の推移の全般的な諸傾向を反映していたことが観察される。つま
り，工業部門で生産された消費財の価格は一ー消費需要が若干よりよく維持されたために
一加速（高騰）し，プラント（価格）は鈍化したのである。前者の加速化は，消費財の
小売価格の推移に反映された。もっとも，この小売価格の上昇率は部分的に，消費向けエ
業製品のペセタ建て輸入価格が鈍化したことによって抑えられた。プラント製造工業にお
けるコストの推移は，消費向け工業製品で見られたそれにかなり類似していたとしても，
プラント需要の衰退が当該卸売価格の上昇率の鈍化を引き起こしたのであり，この鈍化は
またプラント投資デフレーターに再現された。•
CPIのうち「サーピス」価格の年平均上昇率は1982年に加速した。しかしながらその動
向を正しく解釈するには，この項目を二つに分類しなければならない。すなわち，第一の
項目には基本的に，支払家賃と自己所有住宅の帰属家賃の推移が含まれ，第二の項目は本
来の意味でのサービスー一槻光，公共輸送，通信，医療サービス，など一ーに関連している。
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1982年における家賃の推移は，前年に比べてその上昇率に後退を記録した〔1981年には
13.3彩増， 1982年は12.7%増であった〕が，これは支払家賃も帰属家賃もともに鈍化した
ことから説明される。賃貸借の代価（家賃）は規制されているけれども，自己所有住宅の
帰属家賃は，住宅販売価格の推移にしたがって算定される。住宅需要が落ち込んで売れ残
ったままの住宅ストックが大きくなったために，その販売価格の上昇率が低くなったが，
このことはまた，自己所有住宅の帰属家賃に上記のような鈍化をもたらしたのである。
「その他のナービス」価格の推移には，年平均上昇率の高まりが見られたが，なかでも
「観光」部門に関連した価格の加速化〔1981年に15.1形増， 1982年には 18.4彩増〕と，
「公共輸送」と「通信」の価格の鈍化が際立っていた。しかしながら，観光による高い上
昇圧力は1982年前半に集中しており，そしてこの圧力の背後には，サッカーのワールドカ
ップが開催された結果，この種のサービスヘの明らかな需要の拡大が存在したのである。
公共輸送と通信の価格に鈍化が生じたのは部分的に，エネルギー関連製品価格の上昇率が
低下した結果である。
CPIがたどった推移の特徴については，明らかに異なる二つの時期を指摘しておかね
ばなるまい。すなわち， 1982年上半期に，食料品価格もザービス価格も大いに高騰した結
果， CPIの上昇率が加速したのに対して，下半期には，同年前半にインフレ圧力を生み
出した主たる諸要因が消失した後に，消費者物価は大きく鈍化したのである。
1982年第1四半期に消費者物価の上昇率に見られた推移は，すでに198l年末頃に始まっ
ており，食料品価格も非食料品価格も加速的に上昇した結果もたらされたものである。食
料品価格の上昇率が高まったのは，悪い気象条件に起因しており，また非食料品価格が高
騰した原因は，一方で「サービス」関連価格の非常に強い加速化と，他方で非エネルギー
工業製品価格の上昇率の高まりに求められる。
1982年第I四半期に食料品価格は，依然として非常にダイナミックな動きをとっていた
が，しかしエネルギー関連製品価格の上昇率における強い鈍化は，「サービス」関連価格
の上昇率が低下し始めたこととも相まつて，非エネルギー工業製品価格による上昇圧力を
部分的にやわらげた。
CPIのうち非食料品は，非エネルギー工業製品価格が（鈍化への）抵抗を示したにも
かかわらず，エネルギー関連製品価格の後退が持続した結果， 1982年第1l四半期に最大の
鈍化を達成した。
1982年第1V四半期に，ペセタが減価してエネルギー関連製品価格が上昇したために，非
食料品（価格）の鈍化にふたたびプレーキが掛かった。
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2.3.2 物価，生産コスト，営業余剰の推移
この節では，経済全体にとっての価格形成過程において各生産要素が1982年に有した重
要性について分析したい。そのために，最終需要1単位の（充足に要する）総コストの上
昇にたいして上記の各要素がなした寄与度を一ー総コストに一定のマージンを掛けるとい
う仮定（マーク・アップ方式）のもとで一一推定しよう。このようにすれば，最終需要1
単位当たり総コス~ トの上昇にたいする，①エネルギー価格の上昇，②非エネルギー輸入価
格の上昇，③賃金コストの上昇，そして④固定資本減耗1単位当たりの名目使用コストの
上昇，の寄与度がそれぞれ分かるであろう。
こうした（総コスト）指数の算定に用いられるウェートは， 1975年のスペイン経済の投
入産出表から得られ，また上記の各生産要素の価格上昇がその指数の伸びに及ぼした寄与
度の推定値は， 154ページの2-32表に載っている。
1982年にエネルギー輸入のドル建て価格は大幅に低下した。しかしながらペセタの為替
レートがドルにたいして減価したため，そうした低下もエネルギー輸入のペセタ建て価格
を＿確かに大きく鈍化させはしたけれど一ー下落させるには至らなかった。さらに，前
に指摘したように， 1982年をつうじてエネルギー輸入のペセタ建て価格の動きとエネルギ
ーの国内価格の動きは接近してきたので，年末にはその国内価格が，外国市場におけるエ
ネルギー購入の実質コストを反映するようになった。 1982年の一―CPIの「エネルギー 」
の項目に載っている一ーエネルギー国内価格の上昇率は， 1981年の38.8%にたいして1.2 
％であった。最終需要1単位当たり（総）コスト指数の上昇にたいするエネルギーの寄与
度は， 1981年の2.6ボイントに対して0.7ボイントであった〔2-32表をみよ〕。
非エネルギー輸入のペセタ建て価格の変化率も，国際市場における価格低下によって再
2 -21表ペセタ建て輸入価格の推移
変化率
I 1979 I 1980 I 1981 I 1982 
総輸入 5.9 38.1 31. 3 14.5 
エネルギー関連製品 11.1 77.7 41. 4 13.9 
非エネルギー関連製品 3.8 21.2 24.7 15.0 
ドルに対するペセタの為替レート＊ 14.2 -6.8 -28.8 -19.1 
先進諸国通貨に対するペセタの実効為替レート＊ 8.9 -7.1 -9.1 -6. 7 
出所〕 Ministerio de Economia y Comercioと BE.
＊〕増価〔＋〕，減価〔・一〕
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び誘発された大幅な鈍化を1982年に記録した。かくて，コスト指数の上昇にたいするその
寄与度は，前年の4ポイントから1982年には2.4ポイントヘ低下したのである。
賃金の推移は，国民雇用協定ANEの賃金政策による規準＿①労働協約で定められた
賃上げの固定幅と， RANEのセーフガード条項に依拠して行われた賃金改定の結果ー一
から影響をうけた。 1982年1月~9月期にすべての賃金指標は， A0NEで採択された賃金
抑制目標に合致する鈍化傾向を示した。ちなみにANEでは，労働協約で定められる賃上
げにたいして——その年の消費者物価指数について予想されたインフレ率を 2 ボイント下
回る-10%を中心とする目標幅が設定されていたのである。しかしながらそうした鈍化
傾向は， ANEに含まれるセーフガード条項が一―1982年上半期のインフレ率の予想が外
れことから~力を発揮したために中断された。
1981年12月から82年6月にかけて消費者物価総合指数の上昇率は7.80ボイント高まり，
上記のセーフガード条項で予想された6.,09ボイントの限界を超えていた。そこでこの条項
が効力を発揮し， 1月に遡って， 1982年の賃金交渉で参考基準として了解された賃金水準
から3.42%増の賃金改定が，年間10.8%未満の一一つまり ANEで定められた目標幅の上
＇限を 0.3ボイント下回る＿賃上げが定められたすべての協約について実施されたのであ
る。こうした改定は，その年の賃金の推移にたいして二種類の異なった影響をあたえた。
第一に改定が遂行された数力月の間，その年の8~9カ月分（遡って支給された）追払い
金のお蔭で，賃金報酬に一時的なかなりの増大が生じた。第二にセーフガード条項が適用
されてから，同年末の数力月の間，その改定によって誘発された永続的な賃上げが見られ
た。この両効果により， 1982年末・頃に賃金報酬はかなり加速的に上昇したが，しかしそれ
は，その年の全体的な推移を分析するうえでは平均改定額の年間の伸ぴとして理解できる。
2 -28表に載っている利用可能なすべての賃金指標のうちで，国民雇用協定の賃金改定
条項を適用した結果を暫定的に採り上げているのは，残念ながら，労働協約で定められた
賃上げにかんする労働省のデータだけである(1〕。そのデータによれば， 1982年の労働協約
で定められた平均賃上げは， この賃金改定の効果を考慮に入れなければ10.47%であった
のに対して， その改定の効果を組み入れると1.93%に達した。つまりセーフガード条項
1〕 「賃金調査」の平均給与〔予測値〕指数は，通常の支払だけを採り上げているので，
貨金改定条項によって生じた追払い金は除外されている。通常の支払と例外的な支払
を含んだ平均給与にかんして利用できる推計は，この「年次報告」の作成時点では，
9月までしか扱っていないので，やはり改定の効果は採り上げられていない。
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2-28表賃金上昇率の指標
変化率
鶉誓ii咋i¾~,I嘉鰐翌I協定賃金農業でのH当
1979 23.3 22.6 17. 7 14.1 17.4 
1980 18.5・ 16.2 18.6 15.3 13.1 
1981 19.1 15.5 15.l 13.2 1. 9 
1982 15.4 13.8 13.4 1. 9 9.3 
1981 第1四半期 、2Z.6 16.6 16.6 13.7 10.3 
第I四半期 19.1 15.3 14.4 13.5 1. 6 
第m四半期 18.9 16.6 15.0 12.2 13.4 
第1V四半期 16.2 13.7 14.5 1. 2 12.2 
1982 第I四半期 17.5 15.9 14.3 1. 8 12.0 
第I四半期 14.0 13. 7 13.2 1. 9 10.5 
第Il四半期 14.1 13.6 12.1 1. 9 8.6 
第w四半期 16.0 12.3 認.6〔P〕 1. 2 6.2 
出所〕 INE, SEOP AN, Ministerio de TrabajoおよびMinisteriode Agricultura. 
の適用は， 協約で定められた賃金の変化率に一ANEで固定された賃上げ幅の上限を 1
ポイント上回る一一ほぼ1.5ボイントの上昇をもたらした。
1982年の全体的な推移の分析を進めるまえに，国民雇用協定に組み込まれたタイプのセ
ーフガード条項によって誘発される効果について，若干の考察をくゎえる必要があろう。
実際， ANEに盛り込まれたタイプの条項は，消費者物価指数がたどる年間の推移にたい
して非常に感応的であることが分かった。現に，賃金改定はその年の上・下両半期をつう
じて事実上一様なインフレ率を想定したうえで策定されていた。それによれば， 6月に記
録された7.80%(のインフレ率）は， 1981年12月と 1982年12月の間に消費者物価指数が
16.22彩変動したことを含意するけれども， これは，実質賃金についてANEで固定され
た目標を実現するための賃金調整において，あらたな物価予測値として用いられたインフ
レ率なのである。 1982年の経験から明らかなように，このタイプの条項は一ーそれが実質
賃金をどれほど有効に擁護できるかは別にして一―ー，当初はたんに一時的な性質のインフ
レーションであっても（ひとたび）予想ルートから逸脱すると，そうした逸脱を永続的な
ものに変えてしまう傾向をもっている。もしセーフガード条項が6月ではなく 9月に適用
されていたならば，同じ条項から引き出される最大限の賃金改定は， 6月適用による年間
3.42ではなく 1.3ボイントになったであろう。なぜなら9月には，予想（インフレ）傾向
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からの逸脱はかなり小さくなったからである。
2-28表に載っている諸指標は，賃金改定の効果が掛酌されていない点を考慮して解釈
されねばならない。一人当たり平均月給は・ 「賃金調査」の対象となった諸部門全体で，
1982年に13.8彩上昇したが．これに賃金改定による1.5彩を上乗せすると，（平均月給は）
前年に比べて非常にわずかしか鈍化しなかったことになる。時間当たり平均給与の鈍化
は．この数年らい記録されてきた実際の労働時間の短縮過程がある程度安定した結果，ょ
り大幅であった。 もっとも， 1982年第1V四半期にふたたび時間当たり平均給与の上昇率
は．一人当たり平均月給の上昇率を引き離しはじめた点を指摘しなければならない。建設
業での労働コスト指数〔SEOPAN による〕は1982年に鈍化を記録したが，•この鈍化は，
ANEのセーフガード条項の効果を考慮に入れると，一人当たり平均月給で生じたのと同
じようにわずかなものになる。逆に，農業での日当では，その変化率に際立った低下が記
録され〔1981年の11.9彩増に対して， 1982年には9.3彩増〕，その年をつうじてつよい逓減
傾向が見られたのである。
「賃金調査」に基づく部門別賃金のシリーズには，調査方法が最近しばしば変更された
ことによるある種の不規則性が見られる。だが，そうした最後の変更が行われた1981年以
降．かなりの連続性が維持されているので， 1981年にたいする1982年の変化率は，均質
（連続）的な集計量に基づいたものであり，そこで，大別された諸活動部門の賃金の推移
が考察可能になる。 2-29表には，工業，建設業，一部のサービス業〔商業，銀行および
保険業〕について，時間当たり平均給与と一人当たり平均月給の変化率が載っている。 19
82年の第I~第皿四半期に，建設業や考察されている（上記の）サービス業全体に比べて
工業の平均時給も月給も上昇率が低下している・点が際立っているが，その原因は，エネル
ギー•水道業，鉱業・化学工業，そして鉄鋼業・金属加工の諸部門で一他の製造業では
より高い上昇率が達成されたにもかかわらず―とくに抑制されたからである。
上記のいろいろな部門における賃金の動向と， EPAの被雇用人口〔16歳以上〕の推移
にかんする数値とを突き合わせると，一人当たり純賃金の上昇率は， 1981年の15.5彩に対
して1982年には14彩になったと見なしうる〔2-30衷をみよ〕。被雇用者一人当たり社会
保障費が1981年の16.8彩増に対して1982年には1.9彩増にとどまったので，経済全体の一
人当たり労働コストの変化率が1982年に記録した鈍化は，純賃金の上昇率の低下と被雇用
者一人当たり社会保障費の鈍化から説明されねばならない。
しかしながら平均労働コストの推移という観点からみると，こうした賃金の鈍化は， 19
81年よりも労働生産性の上昇率が低下したために，部分的に相殺された。 1982年に，前年
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2 -'-29表部門別賃金〔a〕
変化率
1982 
198灰b〕
第I四半期憚I四半期徊Il[四半期
工業
時間当たり平均給与 14.1 18. 6 15. 3 
一人当たり平均月給 13.1 16.4 15. 0 
エネルギー・水道業，鉱業・化学工業
時間当たり平均給与 12.0 20.7 10.1 
一人当たり平均月給 11.2 19.4 10.3 
鉄鋼・金属加工，一般機械・輸送機器
時間当たり平均給与 13.8 18.3 17.3 
一人当たり平均月給 13.1 '14. 9 17. 2 
その他の製造業
時間当たり平均給与 14.3 16.2 U.4 
一人当たり平均月給 13.3 14.8 14.3 
建設業
時間当たり平均給与 14.3 14.2 2.8 
一人当たり平均月給 14.? 16. 9 3.8 
サービス業〔c〕
時間当たり平均給与 15. 5 15.0 17. 3 
一人当たり平均月給 14.1 13.3 16.4 
出所〕 INEとBE.
a〕所定時間内労働の平常賃金と時間外労働の超勤手当て（を含む）。
b〕1月~9月期の前年同期にたいする平均（上昇率）〇
c〕商業，銀行および保険業のみを含む。
9.6 
8.8 
6.0 
5.6 
7.7 
8.5 
12.5 
11.1 
25.3 
22.5 
14.2 
12. 8 
よりも実質GDP〔要素費用表示〕が大きく成長したにもかかわらず，経済全体にとって
雇用の低下が小さかったために，一人当たり生産性の伸び率は鈍化したのである。その結
果，生産単位当たり労働コストに鈍化が生じたものの，それは就業者一人当たり労働コス
トに見られた鈍化ほど大きくなかった。最終需要単位当たり（総）コスト指標にたいする
単位労働コストの寄与度は， 1981年の8ボイントから1982年には7ボイントになった〔2
-32表をみよ〕。
農業部門—もっと具体的に言えば農業での日当の動向一ーが，経済全体の単位労働コ
ストを抑制するうえで及ぼしたに違いない有利な影響を特筆しておかねばならない。実
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2-30表経済全体における単位労働コスト
変化率
1 1978 1 1979 1980 I 1981 1 1982 
単位労働コスト 19.2 16.6 12.5 12. 4 10. 8 
一人当たり労働コスト、 24.6 19.5 17.6 15.8 13.5 
一人当たり純賃金 22.6 18.0 16.2 '15.5 14.0 
一人当たり社会保障費 30.8 24.2 22.0 16.8 1. 9 
一人当たり生産性 4.7 2.6 4.6 3.0 2.4 
実質 GDP〔要素費用表示〕 2.7 0.3 1.2 -0.2 1.2 
就業者数 -1.8 -2.2 -3.2 -3.1 -1.Z 
出所〕 !NEとBE.
2-31表民間非農業部門における単位労働コスト
変化率
I 1978 I 1979 I 1980 I 1981_ I 1982 
、単位労働コスト 20.9 19. 2 13.2 11.4 11.2 
一人当たり労働コスト 25.4 21.1 17.2 15.2 13.9 
一人当たり盤賃金 24.1 20.3 15.9 14.9 14.4 
一人当たり社会保障費（企業負担分〕 30.8 24.2 22.0 16.4 12.3 
一人当たり生産性 3.8 1. 6 3.5 3.4 2.4 
実質 GDP〔要素費用表示〕 1. 8 0.3 0.3 0.3 0.8 
就業者数 -1.9 -1.3 -'-3. 1 -3.0 -1.6 
出所〕 INEとBE.
際， 2-31表にその動向が載っている民間非農業部門に注目すると，この部門の一人当た
り労働コストが一ー経済全体に比べると小さいとはいえー一鈍化した、のは，社会保障拠出
額の有利な動向に起因していたことが分かるであろう。一人当たり生産性は農業部門につ
いても民間非農業部門全体についても同じように推移したので，後者の部門の単位労働コ
ストは，経済全体の単位労働コストほど鈍化しなかったのである。
固定資本減耗の単位当たり名目使用コストの変化率も1982年に鈍化を記録したが，これ
は基本的に，総資本形成—プラントと輸送機器（への投資）一~デフレーターの上昇率が
低下したことと，その算定にかかわる利子率が前年来の高水準で横ばいであったことを反
映していた。このようにして資本の単位当たり名目使用コストは，最終需要1単位当たり
総コスト指数の上昇にたいする寄与度を一~固定資本減耗に限定して推計すれば―-0.7
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2-32表経済全体の総コスト指標にたいする各コスト要因の寄与度
彩
〔ウ19エ75ー年ト〕 増 加 率 寄与度〔ポイント〕
〔a〕 1979 11980 11981 11982 1979 11980 11981 11982 
1単位労働コスト 64.6 16.6 12.5 12.4 10.8 10. 7 8.1 8.0 . 7.0 
2エネルギー〔b〕 6.6 16.0 48.3 38.8 1. 2 1.0 3.2 2.6 0.7 
3輸ギ入ー投を入除財く）〔エネル
' 
16.3 3.8 21. 2 24.7 15.0 0.6 3.4 4.0 2.4 
4固コ定ス資ト本の名目使用
ヽ
12.5 17.6 18.9 19.4 13.3 2.2 2.4 2.4 1. 7 
5 総費用コ表ス示ト指）標1~〔要4素 100.0 14.5 17.1 17.0 11.8 14.5 17.1 17.0 1. 8 
6間接税ー補助金〔c〕 0.9 0.6 1. 7 0.4 
7 総価格コ表ス示ト指）標5+〔市6場 15.4 17.7 18. 7 12.2 
8 最終需要デフレータ 15.2 16. 7 15.6 13.5 
出所〕 rnEとBE.
a〕直接・間接のインパクトを考慮に入れた，投入産出表から導かれたウエート。
b)工業製品価格指数のなかの「エネルギー」の項目。
c〕スペインの国民経済計算から得られたデーク。
ボイント低下させたのである。投入産出表からの推計は，固定資本減耗〔減価償却〕の年
々のウェートにかんする情報しか与えないので，固定資本の諸サービスの総コスト（上昇
にたいする）寄与度を評価するにあたって非常に由々しい限界を持っている。
最後に租税マイナス補助金の最終需要（価格）の上昇にたいする寄与度は，要素費用で
評価された総コスト指数から市場価格で評価された総コスト指数への転換を可能にする。
1982年に前年よりも補助金が大きく加速して間接税が鈍化したため，間接税マイナス補助
金の最終需要（価格）の上昇にたいする寄与度は大幅に低下した〔この点については，本
節の最後で若干詳しく触れられるであろう〕。
最終需要1単位の（充足に要する）市場価格（表示）総コスト指数の推移にかんする最
終的な推計は，最終需要デフレーターの実績を超える大きな鈍化を反映している〔2-32表
をみよ〕。企業の側が総コストにたいするマージンを（一定に）保つという，総コスト指
数の作成の基礎にある想定が置かれているので，その指数を最終需要デフレーターと比較
すれば，その年の営業余剰の実際の推移が近似的に明らかになる。そうした比較から， 3 
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年間にわたる一1981年には特にひどい一ー後退の後， 1982年に営業余剰が回復したこと
が裏付けられた〔⑱環仰准t半に付せられた） Apendice Estadisticoをみよ〕。だが，こ
うした全体としての成果は，いろいろな生産部門間で，余剰の絶対額についてもその創出
形態についても重要な差異がある点を隠薇している。より高いレベルに細分化して総コス
トの動きを分析することは，統計による情報不足のゆえにたいへん難しいけれども，少な
くともその推移の大筋を簡単に検討しておくのは有益であろう。
農業において，生産手段（購入）による支払価格が大きく鈍化した一方で，農業部門の
受取価格（の上昇）が加速した〔本章 2.1.1節の2-9表（前号 p.187)をみよ〕こと
は，実質的には中間（投入財）消費が最終生産よりも増大した〔2.1.1節をみよ〕にもか
かわらず，名目付加価値を回復させた決定的な要因であった。農業労働生産性の上昇率は
低下したが，それ以上に農業での日当も上昇率を抑制された結果，創出された貨幣所得は
ー 1981年にはかなり落ち込んでいた一一営業余剰に有利に再分配されたのである。
工業［建設業を除く〕でも，中間（投入財）消費の平均コストに鈍化が記録されたけれ
ども，コスト調整の特徴は他の諸部門とは異なり，見掛けの労働生産性の向上が雇用低下
率のあらたな加速化によって強化された点にあった。この部門はとくに，輸入エネルギー
価格の有利な動きとb 国際市場における原材料価格の暴落から利益をうけた。しかし為替
レートの減価と国産農産物価格の高騰によって，そうした効果はかなり減殺された。貨幣
賃金のほうも上昇率がわずかに低下したけれども，諸可変費用のそれぞれの鈍化が不充分
であったために，工業部門の雇用水準の新たな， しかも大幅な下方調整をつうじて，平均
労働コストの削減が余儀なくされた。かくてこの下方調整は，何年間もの大幅な上昇の後
に高くなった可変投入コストの悪影響だけでなく，資本の損失ー一それは，高利子率の持
続に直面して強まった金利負担のみならず，急変しつつある相対価格構造に適さない資本
設備の急速な陳腐化をつうじて記録された一の悪影響も受けた，工業の収益条件の長び
いた悪化を埋め合わせてきたのである〔2.2.1節をみよ〕。こうした考察は重要である。な
ぜなら，工業での雇用減と輸入価格の鈍化によって価格/=;1スト比率が前年よりも有利に
なった一~ 会計上の定義によれば回復した一
ものの，この部門の経済的な収益性は，積極的な投資を押し進めるのに必要な最低限をはる
かに下回っていたからである。実際，こうした積極的な投資は，多くの企業にとって，金融
構造の改善のために資金を投下する場合よりも低い収益しかもたらさなかったのである。
建設業では，当該最終価格の動向にかんする直接的な情報が不足しているので，価格／
コスト比率の分析は困難である。そこで，建設部門の投資デフレーター〔推定〕は，この
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2-33表建設部門における価格とコスト
総資本形 時 給 一人当たり生産性 単位労働 建設資材 総建設コスト
成デフレ 〔SEOP-
建付設加業価値の雇 用生産性 コスト 価格 〔SEOP.-ーター AN〕 〔a〕 AN〕
1 2 3 4 5=3/4 6=2/5 7 8 
1979 19.6 17.7 -3.6 -5.5 2.0 15.4 14.7 15.3 
1980 18.9 18.6 -2.0 -6.9 5.7 12.2 23.7 17.8 
1981 16.8 15.1 -2.0 -7.6 6.1 8.5 27.5 16.8 
1982 1. 5 13.4 0.5 -1.5 2.0 1. 2 12.8 1. 5 
出所〕 INE, SEOPANおよび BE.
a〕建設部門の付加価値／雁用〔EPAによる〕。「総コスト」変数にかんして
SEOPANが用いている生産性のシリーズは，ここでの推計値とはやや異なっ
ている。
比率の動向にかんしてすでにおら仮定を置いている。実際 1982年のこのデフレーターの
推定＿それは， 1節で示された各部門の主要なマクロ変数を集約した2-1表（前号 p.
172)に載っている一ーは， SEOPANによる「総建設コスト」〔資材と人手からなる〕指
数の推移を指標として用いつつ，企業の側の価格決定において平均可変費用にたいするマ
ークアップ方式の仮定がその年に満たされたものと先験的に認めているのである。建設部
門の最終需要の弱々しくて落ち込んだ状況からみて，価格／コスト比率の上向きの推移は
容易ではなかったはずであるが，確かなことは，建設資材の場合にとくに強かったコスト
の大幅な鈍化が，ー一同じように落ち込んだ需要とコストの大幅な加速的上昇が，同時に
起こった前年に，マージンが圧縮された後一一少なくとも両（価格・コスト）変数にとっ
てほぼ同じ上昇率の推移を可能にしたに違いない，という点である。
1982年にマークアップの仮定が満たされたという想定のもとで，建設部門で生み出され
た貨幣所得の再分配は，この場合，余剰のウェートのある程度の低下を含意していたはず
である。というのも，建設資材の利用にもとづく平均コスト上昇は，労働の利用にもとづ
くその上昇をわずかに下回っていたからである。見掛けの労働生産性の上昇率は，雇用の
低下がより著しかった1981年の実績には及ばなかった。
ー サーピス部門では，生産コストに見られた鈍化は，最終価格の動きに反映されず，サー
ビス関連の消費者物価指数は， 1981年の14.4形に対して1982年には15.6形も上昇した点を
想起されたい。これは，他の経済諸部門におけるよりも堅調な需要によって後押しされて
いたのである。中間（投入財）消費にもとづくコスト―とくわけ工業部門からの投入財
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にもとづくコストーは最終価格ほど上昇しなかったので，付加価値デフレーターもまた
大幅な加速を記録したが，その一部は，政府部門の非売（無償）サービス分野にかかわる
デフレーターの推移ー一それはたった 10.3形しか上昇しなかった一によって相殺され
た。最終価格の騰勢は，単位労働コストが他の経済諸部門より拡張的であった一ーなぜな
ら，他の諸部門に比べて，貨幣賃金の動向はそれほど抑制されておらず，また見掛けの労
働生産性もそれほど伸びなかったから。事実，政府部門を含めると， 生産性は低下した
—にもかかわらず，サービス部門で生み出された貨幣所得を営業余剰に有利に再分配さ
せることになった。さらにサービスで生み出された貨幣所得は，いくつかのサービス分野
とりわけ輸送部門で受け取られた＿しかも1982年に急増した＿経営補助金の推移によ
って，工業諸部門よりも恵まれていた点も考慮されたい。それゆえ，サービス部門の価格
／コスト比率〔要素費用で評価〕は，サービス関連の消費者物価指数が示唆する以上にず
っとその部門に有利なものであった。
しかしながらこの最後の点は，たいへん微妙な問題を含んでいる。なぜなら， 1982年に
おける若干の間接税と補助金の受払期日の修正は，現実に，その年の営業余剰の上昇率に
―とくにサービス部門だけでなく，経済全体についても〔（原書後半の）Apendice Esta,-
disticoで推計値が示されているけれど〕一一過大評価をもたらしたからである。
実際，前に指摘したように「生産税・輸入税マイナス経営補助金」の項目は， 1982年に
ごくわずかな〔9.5形の〕増加にとどまったが， ここから，最終需要1単位当たりの総コ
スト指標にたいするその項目の寄与度の低下が説明される。しかしながら，こうした集計
量の動向には， 1982年の大半をつうじて間接税（収入）が大幅に加速した点が隠されてい
る。もっとも，この加速化も，その平均をとってみれば，その年の11月までのこの変数の
動きを特徴づけたのとは逆向きの， 12月の異常な（税収の）推移によって相殺される。こ
うした傾向の逆転は， 1981年には12月に課されていた，石油専売株式会社 CAMPSAに
かかわる特定の租税が， 1982年（度）には一ー以前の会計基準にもどって一ー1983年1月
に課されたという事実に一部起因していた。その結果， サービス部門の間接税が軽減さ
れ，その営業余剰は過大評価されたのである。そのうえ， 1982年12月には，輸出にたいす
る租税減免の急増も記録されたが，これは一層，経済全体の生産税と輸入税をネット™
額）で減少させることになった。同年の大半におけるこうした項目の動きとは異なるもの
が，一時的にせよ12月に生じたことは，その平均値の意義を損ねるうえで一一①間接税が
その年に卒んでいたはずの〔前に考察した総コスト指標では過少評価された〕真のインフ
レ圧力にかんしても，③年間の推移をつうじて見ればそれほど歪んでいない投資と支出の
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フローを説明する際に重要な，企業の真の収益性の指標とみなされる営業余剰を過大評価
したという点においても一ー量的に十分な重要性を持っていた。
2. 3. 3国際比較
大半の OECD諸国でインフレーションにたいする戦いが成功，し，逆にスペインの物価
は1982年に鈍化への抵抗を示したために，総合すると， スペインのインフレ率と OECD
の平均インフレ率との既存の格差は拡大した。
そうした格差を拡大するうえで食料品価格の動きが果たしたに違いない役割を特筆して
おかねばならない。 2-34表に載っている，スペインと OECD全体における食料品の消
費者物価の1980年以降の推移は，根本的に正反対であった。 というのもその上昇率が，
OECDでは1980年から徐々に鈍化したのに対して， スペインではだんだんと加速したか
らである。
工業における単位労働コストの推移の比較ー一それはすでに 2.3. 2節で詳しく分析され
た一ーについては，スペインのその変化率と考察された7カ国グループのそれとが，この
3年間のあいだに同列に並ぶようになった点を指摘しておかねばならない。だが，こうし
た現象を適切に解釈するには二つのことに留意しなければならない。一方で，そうした同
列化は，スペインの単位労働コストが工業諸国をはるかに上回って増大した長い期間の後
に（やっと）生じた点に注意を喚起しておこう。そして他方では，両経済における単位労
働コストの上昇に最近生じた同質化のもとで，なお賃金収入と生産性に非常に相異なる推
移が見出される点である。より具体的に言えば， 2-34表から槻察されるけれども，スベ
インにおける労働コストの抑制は，基本的には賃金収入の上昇率が低下した結果（それが
抑制された）他の諸国とは事情を異にしていた。スペインの場合，問題の抑制は，根本的
に一―—前に指摘したように，大部分は雇用減の結果である一生産性の強い上昇に起因し
ていたのである。
先進諸国通貨全体にたいするペセタの実効為替レートの減価は， 1982年にインフレ効果
を持ち続けた。ペセタ建て総輸入価格は，基本的にはペセタの実効為替レートが1982年に
減価した結果， OECD諸国通貨全体で表示した価格よりも上昇したのである。
最後に，国内インフレ要因の動向をよりよく反映するGDPデフレーターの推移を比較
すると， OECD諸国全体にとって，国内生産の要素費用は1980年から徐々に下方伸縮性
を示し始めた一ーこれは，石油価格の第一次高騰以後のこうした要素費用の（硬直的な）
動きとは異なる留意すべき点である一ーのに，スペインでは，そうした国内生産の要素費
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2-34表(I) スペインと諸外国における生産コストと物価の比較〔a〕
変化率
I 1979 I 1980 I 1981 I 1982 
単位労働コスト〔工業〕
スペイン 18. 5 1. 0 12.4 9.8 
先進7カ国〔b〕 7.3 13.8 10.5 9.8 
賃金収入〔工業〕
スペイン 22.2 16.0 17.4 15.7 
先進7カ国 11.1 12.6 12.0 10.3 
生産性〔工業〕
スペイン 3.2 4.5 4.4 5.4 
先進7カ国 3.5 -1.1 1. 3 0.4 
総輸入価格
スペイン 5.9 38.1 31.3 14.5 
OECD. 全体 14.25 22.0 11.0 5.25 
エネルギー輸入価格
スペイン 11.1 77.7 41.4 13.9 
OECD全体 42.9 70.0 28.5 5.5, 
非エネルギー輸入価格
スペイン 3.8 21.2 24.7 15.0 
OECD全体 9.2 12.0 4.2 -1.4 
先進諸国通貨全体に対する
ペセタの実効為替レートの変動
スペイン 8.9 -7.1 -9.1 -6.7 
〔参考〕
消費者物価指数〔総合〕
スペイン 15. 7 15.5 14.6 14.4 
OECD全体 9.7 12.8 10.6 8.0 
消費者物価指数廷食料品〕
スペイン 10. 1 9. J 13.6 15.1 
OECD全体 8.8 9.5 9.3 7.2 
工業製品価格指数
スペイン 14.4 18.6 15.7 12.3 
OECD全体 10.6 14.5 10.3 7.1 
GDPデフレーター
スペイン 16.7 13.7 13.5 13.6 
OECD全体 8.2 9.5 8.9 7.5 
出所〕 INE, B略および；OECD. 
a〕スペインの生産コストと物価のデータはペセタで表示され，先進7カ国もしく
は OECD全体のそれは当該諸国通貨全体で表示されている。
b〕先進7カ国とは，合衆国， 日本，カナダ，フランス， ドイツ，イタリア，そし
て英国を指す。
159 
610 隅西大學「純清論集」第40巻第3号 (1990年9月）
2-34表(II) 消費者物価指数ーースペインと OECD—
変化率
年平均上昇率 1月~12 月 1 9 8 2年月7 月
1979 11980 11981 11982 1979 [ 1980 [ 1981 [ 1982 
~1 
〔年率に換算〕
スペイン 15.2 15.7 14.6 14.4 15.5 15.1 14.5 14.0 1. 9 
OECD全体 9.8 12.9 10. 6 8.0 1. 9 12.1 9.9 6.5 4.4 
ヨーロッパ 10.6 14.2 12.3 10.5 1. 7 13.7 1. 9 9.3 7.1 
EEC 9.1 12.3 1. 5 9.8 1. 6 1. 8 1. 6 8.4 6.5 
出所〕 !NEと OCDE.
用の（下方）伸縮化のプロセスはずっと劣っていた点を特筆しておかねばならない。かく
て， 1982年にスペインのGDP〔市場価格表示〕デフレーターは，前年の上昇率を維持し
たか， わずかに加速さえしたのに対して， OECD諸国ではこの変数の上昇率に低下が記
録されたのである。
2.4 生産諸要素の利用：雇用
2. 4.1 雇用，生産性，失業
1982年に失業は増加し続け， ついに年末には223万5000人を数えた。 しかし経済危機が
発生してから初めて，失業の最大の原因は，雇用の低下ー一それは1981年よりも鈍化した
ーから，労働力人口の増大にかわった。「労働力調査」 EPA⑫ -35表〕によれば，
1982年第IV四半期に，失業は12カ月前に比べて24万7000人も多く，雇用は年間をつうじて
7万人減少し，また労働力人口は18万2000人増加した。こうした労働力人口の急増は，生
産年齢に達した人口が大幅に増加したことと，．労働力率（労働力人口／生産年齢人口）が
16歳以上人口の48.3形に維持されたことが結びついた結果である。
スペイン経済全体の雇用〔2-36表をみよ〕は， 1981年の28万8000人減に対して1982年
には7万人の減少にとどまったが，このことは，すでに前年に始まった雇用減の鈍化が，
ーー一部は，農業で雇用が維持され，また一部は，政府部門の側で就業機会が創出された
ために一1982年に著しく強まったことを意味している。雇用者（賃金労働者）の総数も
こうした鈍化を反映していた。というのは， 1981年にこの数値は18万人減少したのに対し
て， 1982年には2万6000人しか減少しなかったからである。非雇用者（自営業主など）の
就業については， 1981年の10万8000人減よりもましな4万4000人減が記録されたが，その
基本的な原因は，農業での非雇用者（の動向）に求められる。
160 
スペイン経済： 1982年（下）一ースペイン銀行「年次報告」より一-(;fffj) 611 
2-35表労働力人口の推移〔a)
単位：千人
絶対数 増 減
1982 1979 I 1980 I 1981 I 1982 
16歳以上の人口 2?.115 180 281 244 350 
労働力人口 13,101 -1 -67 59 182 
就業者数 10,778 -247 -442 -288 -70 
縁辺労働力 88 10 -10 -21 5 
失業者数 2,235 236 385 368 247 
非労働力人口〔兵役など〕 14,014 179 348 185 168 
出所〕 INE. 
a〕各年の第w四半期にかんする数値。
伝統的に就業者数の水準を下げてきて， 1966年から1981年までの 15年間に200万人以上
の流出をみた農業部門で， 1982年には雇用の絶対数が維持された。かくして，その年の農
業部門における平均雇用の低下率は一ー1974年から平均して6%を超える年率で累積的に
低下してきたのとは対照的な—―-2.8彩にとどまったのである。はつきりと裏付けられる
データは手に入らないけれども，こうした動きの背後には，①過去の頃防tから都会への）
移住によって誘発された第一次産業人口の老齢化過程が終息し，また②経済の他の諸部門
における雇用状況（悪化）の結果として移住の動きが停止した， というような人口（動
態）要因を見出すことができる。「共同雇用」（同名の基金による雇用で，詳しくは本誌39
巻3号， 156ページの脚注を参照されたい）もまた， その年に記録された農業雇用者の
1万8000人増が示しているように，就業者数の維持に貢献したであろう。最後に，収穫が
前年のシーズンほど悪くなかったという事実もまた影響を与えたであろう。
民間非農業部門の雇用(1〕は，前年の16万2000人減〔ー 3彩〕に対して 1982年には 12万
1000人〔ー1.6彩〕減少したが，これは，経済全体に見られた雇用減の鈍化 (-3.1彩から
-1.2彩へ）よりも小幅であった。工業一ーそこでの雇用は， この5年間に加速的なプロ
セス〔1978年．に一1.7鍬 1979年に一2.8彩， 198吟斗こー 3.6彩， 1981年に一4.4彩，そして
1982年に一5.6彩〕をつうじて60万人減少した一ー は，・ 1982年に.i:~ 下向きの動きをもっ
1〕この節では，人数の絶対的増減にかんする数値は，年間つうじて（時点間で）計られ
ているのに対して，．変化率は年平均値をもとに算出されている。
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2 -36表雇，用の変動
単位：千人
絶対数 増 減〔a〕 変化率〔b〕： 96 
IV198四2年半期第 1979 I rn8o I 1981 I 1982 1979 ¥ 1980 ¥ rn81 ¥ 1982 
就業者 10,778 -'W -442 -288 
農業部門 1,949 -127 -150 -121 
民間非農業部門 7,764 -130 -337 -162 
工業 2,748 -121 -113 -173 
建設業 910 -72 -88 -34 
サービス業 4,106 63 -136 45 
政府〔部門〕サー ビス 1,065 10 45 ~5 
雇用者 7,580 -221 -m -180 
農業部門 ｀ 561 -47 -42 -26 
民間非農業部門 5,954 -184 -340 -149 
工業 2,474 -115 -122 -150 
建設業 720 -~1 -85 -34 
サービス業 2,760 12 -133 35 
政府〔部門〕サー ビス 1,065 10 45 -5 
非雇用者 3,198 -26 -105 -108 
農業部門 1,388 -80 -108 -95 
民間非農業部門 1,810 54 3 -13 
工業 274 -6 9 -23 
建設業 190 ， -3 ゜サービス業 1,346 51 -3- 10 
出所〕 INE. 
a〕各年の第IV四半期にかんする数値。
b〕年平均値の変化率。9
-70 -2.2 -3.2 -3.1 -1.2 
2 -6.3 -6.8 -5.8 -2.8 
-121 -1.3 -3.1 -3.0 -1.6 
-127 -2.8 -3.6 -4.4 -5.6 
-36 -5.5 -6.9 -7.6 -1.5 
42 1.0 -1.6 -0. 7 1. 3 
49 〇.6 4.2 1. 7 4.6 
-26 -2.4 -3.5 -3.2 -0.? 
18 -8. 9 -8.8 -5.4 -0.4 
-93 -2.2 -4.1 -3.8 -1.6 
-102 -2.3 -4.1 -4.5 -5.3 
-41 -7.6 -7.9 -9.9 -1.5 
50 -0.1 -2.8 -1.2 2.0 
49 0.6 4.2 1. 7 4.6 
-44 -1.6 -2.5 -u -2.4 
-16 -5.2 -6.0 -5.9 -3.6 
-28 1.8 0.5 -0.1 -1.4 
-25 -6.9 1. 0 -3.6 -7.9 
5 6.2 -2.2 2.5 -1. 5 
-8 3.5 0.8 0.3 0.1 
た部門であった。というのもそれは，上記の（加速化）傾向が打破されなかった唯一の部門
なのである。工業のなかで，エネルギ一部門は0.4形〔前年は0.7形〕の雇用減を記録した。
非エネルギー鉱業と化学工業では，就業者数は5.5形〔前年は3.3%〕減少した。金属加工
部門は雇用を6.9%〔前年は4飴〕低下させた。そして， 基本的に他の消費財工業からな
る「その他の工業」は，前年の実績〔ー5.3%〕とほぼ同じー5.2%の低下率を示した。す
でに198.1年に生じていたけれども，こうした工業雇用の下向きの動きが—経済全体では
1982年をつうじてこの動きは鈍化したにもかかわらずー一生じた理由は，一方で1982年に
工業部門の生産の伸びがマイナスになったことと，他方で就業者一人当たり生産性の向上
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を〔1980年に4.2彩， 1981年に4.6彩， そして1982年には5.6彩と〕加速すらさせた人員削
減のプロセスが継続されたことによって説明される。近い将来，こうした雇用調整のプロ
セスは緩和されるに違いない。なぜなら，経済の諸基幹部門で着手されねばならない再編
の本質的な部分はまだ実現されていないとはいえ，工業全体にとって調整はすでにこれま
でも非常に激しがった（この5年間に，雇用は16.4彩低下した反面，工業の国内総生産は
2.0%増加した〕からである。
公共事業の契約が増えたり公共住宅の建設が増加した結果， 1981年後半にプラスの成長
率をもったものの，建設業での雇用は1982年に3万6000人〔1.5彩〕減少した。そこで，こ
の5年間に建設業で30万4000もの就業機会＿それは1977年末の同部門での雇用の25.1彩
に相当する一が減少したという，その傾向は続いたことになる。
1982年に4万2000人〔1.3形〕の雇用増をみた民間サービス業では，輸送・通信業なら
びに商業・ホテル業で就業者の絶対数が減少し，「金融サービス」と，基本的に保健・衛生・
教育そして家事サービスからなる「その他の民間サービス」では， それぞれ6.2彩と 4彩
の増加が記録された。かくてその雇用は，全般的な情勢の推移とは無縁の理由によって剌
激されたのである。
公共部門は 1982年にネットで雇用を創出し， 就業者数の減少が大きくなるのを阻止し
た。一方で，政府部門の雇用ーーそこには，すべての非売（無償の）サービス活動〔行政，
保健・衛生，教育，社会的扶助，およびその他のサービス〕での雇用が含まれる一ーは，
その年に 4万9000人〔4.6%〕増加した。他方， 4万3000の就業機会が， 工業， 建設業，
・商業・ホテル業，輸送・通信業一一つまり販売用（有償の）活動が行われており，したが
って民間非農業部門の項目に含まれる部門ーーで創出された。こうした方策は，民間非農
業部門での雇用の低下を， 1981年の16万2000人減から1982年には12万1000人減へ鈍化させ
たのである。最後に，公共部門は農業においてさらに1万1000の就業機会を雇用者向けに
創出した。全体として公共部門は，政府〔部門〕活動をつうじて，あるいは公企業や「共
同雇用（基金）」をつうじて雇用を10万3000人増やすことによって， 1982年にスペイン経
済の総雇用の低下を緩和させた基本的諸要因のひとつになった。
雇用の時間的経緯〔2-9図〕から， うえで述べた就業者数の減少の鈍化が一一雇用全
体についても雇用者のみについても一一1981年から始まり，しかも1982年には停止したよ
うであることが分かる。この1982年の第Il四半期に雇用が増え，第皿四半期には激減した
ために，はっきりしない傾向をもった凸凹の推移が見られた。こうした経緯が生じた原因
の大部分は工業雇用の変動に，また一部分は民間サービス業での変動に求められる。実際，
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2-9図雇用の推移
一就業者
総数???
? ? ? ? ?
1釘9 1980 1981 1982 
出所〕 INE. 
????
― ― ?
1979 1980 1981 1982 
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農業就業者数の変動は1982年をつうじて＿その部門の非雇用者がマイナスの動きを示し
た同年第w四半期まで＿直線的な改善のプロセスをたど・った。建設業での雇用の変動
は，やはり1981年末から直線的な悪化のプロセスをたどり，また政府部門での雇用の創出
は， 1982年第I四半期にその8296が集中した。工業での雇用を分野別に考察すると， 1982
年の特徴は，金属加工を除く消費財工業部門（食料品，繊維，皮革および履物，など〕に
よって大きく左右された点にあったことが分かる。つまり1982年第m四半期に低下したエ
業雇用の70形は，こうした部門だけで説明されるのである。すでに触れたような凸凹の推
移の本質的な部分をもたらした上記の部門を除くと，雇用の低下に見られた鈍化のプロセ
スは1982年に停止したが，しかしその鈍化傾向に変わりはなかったようだ。最後に，民間
サービス業の雇用の変動について， 1982年における改善のほとんどすべては，その年の前
半に集中していた。
雇用の低下が弱まったのに， GDPは少ししか成長しなかったので，経済全体の一人当
たり生産性の上昇率は一ー1978年,..,1981年の期間の年平均3.896から， 1982年には2.4彩へ
—かなり低下した〔 2-37表をみよ〕。生産性向上のこうした鈍化は， 民間非農業部門
全体にとってもほぼ同じで， それは1978年~1981年の4年間の平均3.396から1982年には｀
2.4彩になったのである。そうした現象をもたらした原因は， ①生産性の伸びが197昭三～
1981年期の平均3彩から1982年には2彩に落ちた建設業の動向と，②1982年に生産性が0.3
彩しか伸びなかった民間サービス業，ならびに雇用が付加価値よりも増加した一ーその結
果， 生産性は0.5彩低下した一ー政府部門サービスの動向に見出される。逆に工業では，
1982年に生じた人員の大幅な削減の結果，一人当たり生産性の伸びは加速し続け，その年
2-37表生．産性の推移
単位： 1000ペセタ，変化率劣
I絶醤(a)1 1978 1979 1980 1 1981 1 1982 
全体 1, ?24 4.3 2.5 4.9 3.3 -2. 4 
農業部門 616 10.8 2.4 16.9 -5.5 4.2 
民間非農業部門 1,979 '3.8 1.6 3.5 3.4 2.4 
工業 1,867 3.8 2.1 4.1 4.4 5.4 
建設業 1,413 -1.4 2.0 5.3 6.1 2.0 
サービス業 2,183 -0.8 0.1 2.2 1.6 0.3 
政府（部門〕サービス 1,854 -0.6. 3.9 -0.1 1. 3 -0.5 
a〕就業者1人当たり GDP.
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も，経済危機以前に見られたのとほぼ同じ5.4%の伸びが記録された。
1978年から1982年までの5年間に，就業者一人当たりの付加価値で計った工業生産性は
年々累積的に4%の率で上昇したが，これは， 0.4%の付加価値の増大と3.5%の雇用の低
下に対応している。就業者一人当たりの生産高〔これの測定には工業生産指数が用いられ
ている〕は，非常によく似た上昇率一＿つまり 4.2%—ーを示している。エネルギー・水道
部門は， 上記の5年間， 毎年累積的に6.496というより急速な一人当たり生産高の伸びを
見せたが，その原因は，雇用の低下〔年1%〕よりもむしろ生産の急増に求められる。非
エネルギー鉱業と化学工業は， 年3.8%の生産性の伸びを持ったが， この原因の80%は同
部門での雇用低下にあった。金属加工における生産性の累積的な伸びは，実際に生じた雇
用の大幅な削減〔年々3.69る〕を生産の低下．〔年々 1.6%〕が部分的に相殺したために， 2.1
％という小さな数値になった。最後に，その他の工業部門ー一上記の諸部門に含まれなか
った消費財工業で構成される一ーでの一人当たり生産高は，年々累積的に4%の率で上昇
したが，その原因の事実上すべては，同部門の就業者数の低下にあった。
1977年~1981年の5年間に， 16歳以上の人口について考察すると， 失業は135万6000人
増えたが，この数値は，労働力人口が2万6000人減少したので，雇用の低下に見合う数を
わずかに下回っていた。労働力率（労働力人口／生産年齢人口）は，ーー1976年末の50.8
％から1981年第w四半期には 48.3%ヘー—-2.5ポイント低下したために， その期間中の生
産年齢人口の増加〔125万3000人〕は，非労働力人口の増加〔127万9000人〕に相当するよう
になった。そこで失業は，労働力人口の変動によって増えることにはならなかっtこのであ
る。こうした現象の背後には，①若者の労働市場への参加を遅らせた就学期間の延長と，
R労働市場からますます多くのグループを引退させた退職の増加， という二つの歴史のあ
る理由，および⑧当面の情勢にもとづく理由ー（たとえば）働き口を見つけるのが難し
いために広い階層の人々に積極的に雇用（機会）を求める気をなくさせたり，若者の労働
市場への参入を遅らせたり，退職を繰り上げさせたりした理由—ーが存在する。これらす
べての結果として，数年の間，人口が増加しても，労働力率が低下したために，失業を増
やす圧力にはならなかったのである。
1981年に，こうした様相は変わり始めた。労働率の低下に歯止めがかかり，労働力人口
に長年らい初めてプラスの伸びが見られ，そして失業も初めて，雇用の低下を上回って増
えるようになったのである。こうした変化は1982年に明らかに強まった。実際， 1982年末
に，労働力率は前年第W四半期と同水準〔48.3%〕にあり，労働力人口は18万2000人も急
増し， したがって失業の増加〔24万7000人〕は雇用の低下〔7万人〕を大幅に上回った。
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かくして，以前は雇用の低下が失業発生の決定要因であったけれども，今や労働供給にか
かわる諸要因も失業を生み出しているのである。
こうした変化の原因は，生産年齢人口の経済活動への参入にかんする動きに求められる
〔2-10図をみよ〕。一方で， 男性の労働力率は一一激しい退職のプロセスが継続し，ま
た依然として19歳末満の若者の労働市場への参加が繰り延ばされたにもかかわらずー一加
速的に低下しはしなかった。そのようになった理由は，過去において労働市場への参加を
遅らせた就学期間の延長が； 20歳~24歳の男性の教育水準を高め，したがってまた積極的
な求職活動への傾向も高めたのであるが，このこ｀とが，かれらの労働力率の上向きの推移
に繋がったからである。他方で，女性の労働力率は， 20歳~24歳と25歳~54歳の両グルー
プの経済活動への参加が高まったために， 1981年中頃からかなりの回復が見られた。男性
の場合と同じように作用するであろう教育要因のほかに，こうした動きにたいする歴史の
ある一一現在のヨーロッパに比べて低い水準にあるスペイン女性の，労働市場への参加を
向上させようとする傾向に由来する一ー理由と，当面の情勢にもとづく理由ーーというの
も，男性の失業の増加そのものは，既婚女性の積極的な求職活動を促進するであろうから
ーが存在する。このような女性の労働市場への参入にかかわる動向の変化は，始まった
ばかりであり，将来においても同じような強さで続くものと予期される。
スペイン経済全体の失業率は，前年同期の15.4彩に対して1982年第w四半期には労働力
人口の17.1彩になった。 したがってこの率は，年間で1.7ボイント増大したが，そのうち
2-38表失業の推移〔a〕
単位：千入
絶対数 増 減
1982 1979 I 1980 I 1981 I 1982 
失業者総数 2,235 236 385 368 24? 
新規求職者 886 97 136 172 136 
雇用経験者 1,349 139 249 196 110 
農業 113 -11 26 ゜ ゜工業 411 47 63 92 44 
建設業 364 61 59 31 12 
サービス業 461 42 101 73 54 
出所〕 INE. 
a〕各年の第w四半期にかんする数値。
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2-10図，労働力率の推移
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0.5は雇用の低下に，そして1.2は労働力人口の増加に起因していた。こうした（労働力人
口の増加）現象は，雇用機会を見出そうと労働市場に現れた新しい世代（新卒者）が直面
する諸困難とも結びついて，雇用経験をもつ失業者よりも新規求職中の失業者に，失業を
拡大させるうえでより大きな力を発揮させたものと思われる。実際〔2-38表をみよ〕，
雇用経験のある失業者は，その雇用の低下が鈍化したことからも分かるように，失業増に
占めるウェートを1982年に45%まで下げたのに対して，新規求職中の失業者が失業増に占
めるウェー トは， 1980年の35形から1981年の47彩へ，そして1982年には55%になったので
ある。この現象が帯びつつある重要性は， 1982年第IV四半期の失業者10人中4人が新規
求職者であり，しかもこれらの人々は， 16歳~24歳の人口全体の〔前年同期の25彩に対し
てJ30彩に相当した点に留意すれば，明らかになる。
労働力人口が増加したうえに，働き口を見つけるのが難しかったために，若年失業はま
すます深刻になっていった。 1982年末に， 16歳~24歳の失業者は121万2000人に， つまり
スペイン経済の総失業者の54彩に達し，また1982年におけるこの年齢層の失業の増加だけ
で，その時期の全失業増の事実上半分が説明されたのである。スペイン経済全体の失業率
は17.1%であったのに対して，この年齢層のそれは40.9%に高まった。かくして， 1982年
末に16歳~24歳の人々100人中， たった31人が就労していたにすぎず， 22人は失業中で，
47人は非労働力（就学・兵役など）の状態にあった。
労働力率を分析した際に見たように，労働力人口が増加した原因は，たんに新しい世代
が労働市場に登場した点だけでなく，成人女性の参加がますます高まった点にも求められ
る。こうした現象は1982年にかなりの重要性をもっていた。この1982年には，労働力人口
の増加のうち86彩〔つまり労働力人口増18万2000人のうちの15万7000人〕が， 25歳以上の
女性で占められていたのである。しかも，失業の増加はこの他の年齢層では，労働力人口
の増加と就業者数の低下に起因しているのに，この年齢層の失業の増加は， 1982年をつう
じて 9万6000人の雇用増と並行して生じたのである。そこで， 25歳以上の求職中の女性が
増加した点だけでなく，そのうちで多くの女性が就職できた点ー一この点にかんして，一
般に男性よりも低い女性の賃金格差やそれに応じやすい彼女らの傾向も， 無縁ではない
—についても確認しておかねばならない。それでもまだ大きな比率の女性が職に就いて
おらず，失業者の1.7彩は25歳以上の女性であり，また1982年に増加した失業の24.7彩は
こうした女性グループによって説明されるのである。
25歳以上の男性について，その労働力率は1982年をつうじて事実上一定にとどまったの
で，その年に失業が増加した原因はほとんどもっぱら，このグループが経験した雇用の低
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2-11図失業率の推移
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a〕当該部門の失業者／労働力人口。
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2-12図
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a〕季節調整値シリーズの四半期ベースの変動。
下に求められる。このグループはスペイン経済の失業全体の34.5%を占め，また198磋Fに
そしてこのグループ全体の失業率は， 前年末の9.4彩．増加した失業の27.5彩をもたらし，
から1982年末には10.3彩になった。
部門別に見ると工業は，雇用経験をもつ失業者の全増加分の40彩を占めており，その失．
業率は1981年末の11.3%から 1982年第1V四半期には13.0彩まで高まった〔2-11図をみ
よ）。建設業での失業率は同時期に27.1彩から28.6彩に上昇したが，
昇は第I四半期の経験に起因している。というのもその年全体を均すと，変動がなかった
しかし， こうした上
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ように見えるからである。サービス業での失業者は，その部門の雇用に見られた好ましい
情勢にもかかわらず5万4000人増え， その失業率は1981年第1V四半期の7.4.96から1982年
同期には8.2.96まで高まった。農業では，前に指摘したょうに雇用が維持された結果， 1982
年第1V四半期の失業率〔5.5.96〕は，前年同期〔5.4%〕と事実上同じ水準に保たれた。
最後に， 登録された失業は1982年をつうじて40万7000人増加したが， しかしこの変数． 
はますます，雇用（斡旋）事務所への登録にたいする失業者の態度を示すだけの指標に
なっており， その推移は時として，経済の失業全体の推移とほとんどあるいはまった＜
関係がない〔2_-12図をみよ〕・。この数年来の両変数の相対的に独立した動き，とりわけ
1982年第1V四半期の動きに注目されたい。この時期，就業機会創出の大きな期待に由来す
る登録された失業の急増は，失業の増大に生じた鈍化と著しく対照的である。
2. 4. 2 工業における労働コストと労働需要の動向
スペイン経済が直面している最も深刻な諸問題のひとつは，疑いなく，経済危機の当初
から見られ，この数年来とくに工業の場合に際立ってひどくなった，雇用の加速的な低下
である。そこで衆目の一致するところは，雇用低下の発生源である労働需要の動向を左右
する諸要因の研究に集まったのであるが，他の工業諸国経済の状況と比べてこの雇用低下
の深刻さは，低下そのもののひどい激しさのゆえに高まっている。スペイン経済ーーとく
に工業諸部門一ーにおけるこうした雇用の特異な動きは，総資本形成（投資）のフローの
悪化や生産設備の加速的な陳腐化とも相まって，スペイン経済の将来における成長の可能
性をひどく危うくしかねない，反工業化desindustrializaci6nのプロセスに突入する強
いリスクを発生させている。
こうした槻点から，工業における雇用の決定要因の分析に着手しなければなるまい。こ
の分析の主たる難しさは，雇用水準が部分（均衡）分析の枠内では決まらない点にある。と
いうのも，総需要〔国内および外国〕の側の諸要因と，供給側の諸要因ーーたとえば，技
術，生産設備の能力，そして生産要素の相対価格一ーとが相互連関的に作用している問題
が扱われているからである。こうしたさまざまな影響が現れる状況下では，雇用水準を低
下させうる諸要因の一つひとつに然るべき役割を識別して割り振るのは，とくに難しくな
る。要素相対価格が安定した世界では，経済活動水準の変動に基礎をおいて雇用分析を進
めることができた。しかしながら，要素相対価格に唐突で激しい修正が生じる場合，要素
相対価格（の安定性）が大きな役割を演ずる上記のような分析は不可能である。第一次石
油危機以降，失業問題は無情な上昇傾向を帯びて出現したが，この傾向に経済循環の影響
172 
スペイン経済： 1982年（下）一ー スペイン銀行「年次報告」より一―・(楠）・ 623 
が重なったのである。雇用のシリーズにおける趨勢的な（下向きの）動きがこのように優
勢になったことから，雇用の削減は，平均生産性に比べて持続的に上昇した実質労働コス
トに関連づけられるようになった。
スペイン銀行の調査・研究局がおこなった，スベイン経済の雇用のシリーズにかんする
研究も，同シリーズの推移においてこうした趨勢的な動きが優勢であったことを明らかに
している。この現象は， 2-13図で示されている工業就業者数のシリーズにおいてとくに
，はっきりと現れている。 1970年~1974年の期間に工業就業者数は，毎年平均して2.95%の
累積（複利）率で増加した。 1975年~1977年の期間にその平均増加率は，年々0.89%に下
がり，ついに197艇Fから1982年の期間に工業就業者数は，毎年平均して3.70彩の累積率で
減少した。そのため， 平均すると1982年の工業就業者数は， 197吟三の平均水準を4.6%下
回ったのである。この期間の工業GDP国内総生産の推移（だけで）は，ー一工業生産単
位当たり平均労働必要量〔工業就業者数／工業GDP〕の着実な漸進的低下傾向〔1970年
~1982年期のその推移は， 2-13図に載っている〕から示唆される一ーこうした強い工業
就業者数の変化を十分に説明できない。 1970年~1982年の期間に，工業生産単位当たり平
均労働必要量は4L4%も減少したのである。
そのため，こうしたプロセスにおいて労働コストの上昇傾向が，供給側や需要側から同
時に発生した他の諸要因—その一部は外国に由来し， また一部は国内で生み出された
―とともに果たした役割を検討する必要がある。企業による労働需要決定の銀点から重
要な賃金変数は，賃金労働者に支払われる賃金と一一社会保障への拠出額を含むー一賃金
以外の総額を，この労働でもって獲得される財・サービスの価格でデフレートしたものと
定義される実質労働コストである。スペイン経済の賃金統計に固有の制約を残したまま，
1970年~1980年の期間について工業における若干の実質労働コスト指数が作成された。作
成にあたって，「賃金調査」から得られた工業部門における一人当たり賃金のシリーズが，
またデフレーターとしては工業製品価格指数が用いられた。工業における実質労働コスト
指数は，ある程度上方に偏っているものと考えられる。なぜなら「賃金調査」のデータに
は，従業員が10人以上の企業しか採り上げられていないからである。しかしながらそうし
た偏りは，その指数に採り入れられていない労働コストの項目一一たたとえば企業負担の社
会保障拠出額や，解雇に伴う調整コスト，および労働時間短縮プロセスの影響-—によっ
て埋め合わされ，あるいにおつりが来ることさえありうるのである。
こうして作成された指数は，工業における実質労働コストの強い上向きの動きを明らか
にしている〔2-39表と 2-14図をみよ〕。 1970年~1982年の期間に， 工業の実質労働コ
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2-13図 工業における就業者数と生産単位当たり労働必要量
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ストは120彩も上昇した。 1980年以降，実質労働コストに意義のある鈍化が記録されたに
もかかわらず，実質労働コストは上昇を続け，ついに1982年に最高の水準に達したのであ
る。 70年代をつうじて工業の労働コストがこうした強い土昇傾向をもったのは，名目賃金
のダイナミックな動きの影響や，ーー問題の指数にはその一部しか含まれていない一一社
会保障拠出額の動向にのみ起因しているのではなく，スペインの労働市場で生じた深遠な
制度的変化や，労働者たちの職業構造に見られた若干の変化もまたその傾向に影響を与え
たのである。
一方で，労働供給が徐々に組合に組織化され，当事者たちの本当の自治にもとづく集団
（雇用）契約が一般化したことから，賃金構造に大きな硬直性が生まれ，活動分野間およ
び職種間の賃金格差が縮まり，また賃上げはある部門から他の部門へより急速に普及する
ようになった。時間外労働の制限とその高騰は，労働市場の調整メカニズムにある種の硬
直的要因を付加したうえに，労働力の高騰そのものをもたらしたであろう。
他方， その期間をつうじて，雇用者（賃金労働者）の人口構成に大きな変化が記録さ
れ，その反響はマクロレベルの各平均賃金の動きに現れた。また部門間や職種間の移動に
2-39表工業におけ実質労働コスト
1人当たり賃金 工業製品価格指数〔a〕 実質労働コスト〔工業〕
指 数 1 変化率 指 数 変化率 指 数 変化率
1970 100.0 100.0 100.0 
1971 113.0 13.0 103.6 3.6 109.1 9.1 
1972 130.9 15.8 108.4 4.6 120.8 10.7 
1973 153.7 17.5 119.2 10.0 129.0 6.8 
1974 192.9 25.5 149.9 25.8 128.7 -0.2 
1975 245.4 27.2 164.9 10.0 148.8 15.6 
1976 314.2 28.0 186.8 13.3 168.2 13.0 
1977 415.4 32.2 224.-6 20.2 185.0 10.0 
1978 522.9 25.9 260.8 16.2 200.5 8.4 
1979 639.0 22.2 299.4 14.8 213.4 6.5 
1980 741. 0 16.0 351. 6 17.4 210.8 -1.2 
1981 870.0 17.4 406.7 15.7 213.9 1. 5 
1982 1,006.5 15.7 457.8 12.6 219.9 2.8 
出所〕 INEとBE.
り 197眸 ~74年期については，卸売物価指数のうちの非食料品の項目が用いられ
ている。
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よる資格の向上や年功による昇給によって，平均賃金水準の上昇がもたらされたのである。
雇用の減少期には，•この両現象はいずれも激化するが， その理由は， ①若年労働者の雇
用契約が減少する一ーというのも解雇は，あまり熟練していない労働者層に集中する一一
ため， また②ある程度自動的に年功と結びついた「職階上の昇進」が存在するためであ
る。スペイン銀行の「調査・研究局」が行った研究では，「賃金調査」対象の部門全体に
1977年から1981年の全期間をつうじて見られた名目賃金の上昇のうち 5.9%は， 労働者の
就業構造に生じた変化にもっぱら起因していることが明らかにされた。
企業側での労働需要の決定という観点から，実質労働コストの雇用水準への影響は，他
の諸要因とならんで，実質労働コストと労働生産性の関係ー一一この関係を総合的に計測す
るひとつのものさしは，生産単位当たり実質労働コストである一ーに依存している。単位
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コストを評価する際の主たる問題は，どのように当該生産性が計測されるかという点にあ
る。というのも，理論的な観点から重要な変数は，設置された生産能力の水準の変動と広
義の技術進歩から自律的に生じたものと定義される「標準的」労働生産性であって，実質
賃金コストの上昇にたいする企業側のたんなる反応にすぎない，雇用削減に起因している
ヵ~も知れぬ総労働生産性の変動は除外されるべきであるからだ。
2-15図には， 1970年~1982年の期間をつうじて工業で観察された①平均生産性の変動
とならんで，その構成要素を③工業GDPの変化率と⑧工業就業者数の変化率に分けた結
果が載っている。工業での就業者数が最高に達した1977年まで，観察された（見掛けの）
平均生産性が如何に工業GDPの変動に並行した推移をたどったか，が見て取れるであろ
う。しかしながら，工業就業者数の水準がだんだん低下し始めた1978年以降；観察された
平均生産性は強い上昇傾向を示したのに対して，工業GDPは1979年から完全な停滞状況
にある。このように，工業における労働生産性の上昇は，同一水準の労働〔投入の〕利用
のもとで産出高が増大したのではなく，むしろ同一水準の産出高が，だんだん低下する労
働投入量でもって（従来どおり）確保されたことに起因しているのである。このことか
ら， 1977年以来工業で見られた労働生産性の上昇は，①産業構造に技術進歩を導入する際
のリズム，R技術進歩の労働節約的な性格，③設置された生産能力のうちで収益性のある
ものの水準に生じた変動，そして④実質労働コストの変動にたいする企業側の反応，とい
った影響すべての成果に他ならないと主張できるであろう。この意味で，観察された平均
（労働）生産性は，おそらく標準的生産性を過大評価するものである。
「標準的」生産性への近似を可能にする，生産性の計測の修正が実現できるかどうかは
疑わしい。なぜなら，最終的にそれは，どれが雇用にたいする技術進歩や資本蓄積の影響
であったのか（識別できるか否か）に依存しているからである。檻論すれば，観察された
生産性の上昇のすべてを，資本形成をつうじて導入された労働節約的な技術に起因せしめ
ることもできる。また逆の極論をすれば，生産の停滞は「標準的」生産性の停滞を含意し．
したがって観察された生産性の上昇は．労働力の高騰に対する企業側の調整のたんなる成
果にすぎないのである。
「標準的」生産性を近似するひとつの方法は．それをGDP/最高水準の就業者数の比率
として計測することであって，これは．もし当期の生産がそれまでに達成された最高の雇
用水準でもって生み出されたとしたら得られたであろう，就業者一人当たりの生産高を示
している。
しかしながらこの計測方法には， 「標準的」生産性のある程度の過少評価が含まれてい
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工業における生産性
A. 観察された平均労働生産性の変動
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るので，それの下限と見なすにとどめておこう〔1〕。 2-15図（下段）には， 工業の観察
された平均生産性の推移が，最高水準の就業者数に対応する平均生産性とならんで載って
いる。前者の場合， 1977年以降，平均労働生産性は，年々4.4%の率で累積的に上昇し続け
たが，これは， 1970年~1977年期をつうじて記録された累積（的上昇）率の平均を上回っ
ている。逆に，後者の場合，つまり生産性が最高水準の就業者数との比率で計測された時，
その結果には1978年以降まったくの停滞が見られるのである。上で主張した論点にしたが
えば，「標準的」生産性の推移は，用いられた二つの計測方法によって設定された両限界
の間のどこかの点に見出されることになろう。こうした生産性の計測における曖昧さは，
工業の雇用低下がより激しかった数年間において，労働コストの上昇が工業での雇用の悪
化に及ぼした影響を分析するうえで， 残念ながら決定的に重大なのである。いずれにせ
ょ，相次ぐエネルギー危機以降，工業諸国全般に見られた生産性の低下は，スペインでは
（むしろ） 1978年以降「標準的」生産性が，それ以前よりも強いリズムで上昇したかも知
れない，というこのテーマに疑問を投げかけている。
工業について，銀察された（見掛けの）平均生産性と最高水準の就業者数に対応する生
産性という二つの生産性の測定値を用いて，生産単位当たり実質労働コスト指数が推定さ
れている。これらの指数は，それぞれの構成要素とともに2-40表に載っており，また2
-16図で示されている。同図から分か・るように，スペイン経済が（まだ）高度成長をして
いた1970年~1974年の期間をつうじて，生産単位当たり実質労働コストはかなり安定的に
維持され， 1971年から1974年にかけてはわずかながら低下すらしたのであるが，これは実
質労働コストの上昇を吸収しうる平均労働生産性の向上を反映していた。その期間をつう
じて実質労働コストの上昇率は，雇用水準を維持できる持続的成長経路の範囲内に保たれ
た。 1974年から生産単位当たり実質労働コストの上昇を支える傾向が現れたが，その傾向
は，生産性の測定方法の如何にかかわらず1979年まで続いた。この時期には同時に，工業
における実質労働コストの最高の上昇率と，平均生産性の最低の伸び率が記録されたので
1〕 「稲準的」生産性のこうした近似方法は，＿過去に記録された最大の就業者数で計
った完全雁用水準が分母に代入されているけれども，・分子に算入されるのは，完全雇
用時の生産ではなく観察された（実際の）生産であるから＿統計的に過少評価の傾
向を含んでい・る。それゆえ， もし完全雇用を下回る生産水準をもたらすような総需要
•もしくは総供給の要因が存在すれば，観察された〔完全雇用を下回る〕生産／最高水
準の就業者数の比率として計算された平均生産性は，観察できない〔完全雇用時の〕
平均生産性の値を下回るであろう。
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ある。その結果，実質労働コストと平均生産性の間にますます大きくなるヒラキが現わ
れ，ここから，①利澗マージンの縮小，③資本収益率の下落，⑧ （設備）能力利用度の低
下，④ （設備）陳腐化の進展，⑥労働需要の収縮，そして最後に⑥投資のリズムの衰退，
がもたらされたのである。
しかしながら，現行の雇用水準のもとで企業が耐えうる実質労働報酬の経路として生産
性の推移を見なすためには，生産性の測定値を実質交易条件の悪化によって調整しなけれ
ばならないであろう。なぜなら，輸入投入財価格の上昇はおそらく，現行の雇用水準を維
持しつつ企業が提供できる実質労働報酬の低下を伴うからである。視点を変えて見れば，
実質交易条件の下落は，国内生産要素にとって一一輸I入投入財の代価を外国に支払う際に
より大量の資源を移転しなければならないことに関連した一一所得の喪失を意味している
のである。
工業部門の輸出入にかんする適切なデータが存在しないので，実質交易条件の悪化に応
2-16図 工業における生産単位当たり実質労働コスト
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2-40表工業における生産単位当たり実質労働コスト
生実産質単労位働当たり
工 業 観察され
最水平性高均準就下生業産の 工労け業働る実にコ質スお
コスト
就業者数 た平均生
観産拠た性察平均にされ生準 最準生拠産裔下就性の業平に水均準GDP 産性 卜
指数l警疇繋 指数i警 指町誓 疇警 指数l警 指数1警
1970 100. 0 100.0 100.0 100.0 100. 0 100.0 100. 0 
1-971 106. 2 6.2 102.3 2.3 103. 8 3.8 103.8 3.8 109.1 9.1 105. 2 5.2 105.2 5.2 
1972 121. 8 14. 7 105.2 2.8 115.8 1. 6 115.8 1. 6 120.8 10.7 104.3 -0.8 104.3 -0.8 
1973 134.9 10.7 108.6 ;3.2 124.2 7.2 124.2 7.2 129.0 6.8 103.9 -0.4 103. 9 -0.4 
1974 143.2 6.2 112.3 3.4 127.6 2.6 127.6 2. 7 128.7 -0.2 100. 9 -2.8 100. 9 -2.8 
1975 142.4 -0.6 112.8 0.5 126.3 -1.0 126.3 -1.0 148.8 15.6 117. 9 16.8 117. 9 16.8 
1976 149.2 3.4 113. 5 0.6129.8 2.8 129.8 2.8 168.2 13.0 129'. 7 10.0 129. 7 10.0 
1977 154.1 4.7 115. 2 1. 5133. 8 3.2 133.8 3.2 185.0 10.0 138.2 6.6 138.2 6.6 
1978 157.2 2.0 113. 6 -1. 4138. 5 3.5 136.5 2.0 200.5 8.4 144.8 4.8 146.9 6.3 
1979 157.0 -0.1 110.0 -3.2 142.9 3.2 135.2 -0.1 213.4 6.5 149.4 3.2 156.5 6.6 
1980 157.7 0.4 105. 7 -3.9 149.3 4.5 135.7 0.4 210.8 -1.2 141. 2 -5.5 154.0 -1.6 
1981 157. 7 0.0 101.1 -4.4 155.9 4.4 135.7 0.0 213.9 1. 5 137.1 -3.0 156.3 1. 5 
1982 〔P〕1157.2-0.3 95.5 -5.6 164.5 5.6 135.3 -0.3 219.9 2.8 133.4 -2.6 161.1 3.1 
出所〕 INEと BE.
じて調整された労働の平均生産性を算定することはできない。だが，こうした現象をなん
とかして組み入れる必要がある。というのも，エネルギーの相次ぐ高騰のインパクトは，
雇用の維持と両立できる実質賃金水準に影響を与えたからである。そのために，①未加工
品と中間財および②工業製品価格指数のうち石油精製品の項目から，工業用投入財のペセ
夕建て輸入単価指数が構築された。原油輸入価格指数の代わりに②の項目が組み込まれた
理由は，労働需要と価格形成にかんする企業の意志決定プロセスで，輸入エネルギー高騰
の国内エネルギー価格への反響が重要であるからだ。そして，周知のように第一次エネル
ギー危機をつうじて，こうした高騰の重要な部分は，．間接税の引下げと補助金の引上げで
もって吸収され，国内価格には組み込まれなかったのである。そうした事情は2-17図に
反映されており， そこには①石油精製品の価格指数と③原油のペセタ建て輸入価格指数
の比率〔形表示〕から作成された「波及指数」が示されている。輸入投入財の高騰が国
内へ波及しなかったことから，当初は企業のコストにたいするインパクトが軽減され得た
としても， こうして組み込まれなかった高騰も結局は， 国際収支の不均衡を許容範囲内
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2-1? 図 石油価格の波及指数と工業における輸入投入財の実質コスト
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に維持する必要性をつうじて，雇用に悪影響を及ぼす可能性があった点を考慮に入れねば
ならない。
企業にとって輸入投入財の実質コストは，ペセタ建て輸入投入財価格とその最終製品価
格との関係によって決まる。この関係はさらに二つの要素に分けることができる。第一
の要素は， スペイン工業による輸入投入財価格指数と工業諸国の輸出価格指数との比率
であり， 第二の要素は， 工業諸国のペセタ建て輸出価格指数とスペインの工業製品価格
指数との比率であるが，これは実質的実効為替レートと見なしうる。 2-11図には，スペ
イン工業による輸入投入財の実質コスト指数が，分解された二つの要素とならんで載って
いる。輸入投入財の実質コストにたいする第一次石油危機のインパクトは，比較的おだや
かなものであったが，そのおおかたの原因は，原油の高騰が石油精製品の国内価格に波及
しなかったからである。逆に， 1980年の輸入投入財の実質コストの上昇は，より激しくま
たより長びいたのである。 2-17図からはまた，二度にわたってエネルギー・コストが急
騰した局面において， 如何にペセタの実質的増価（上昇）が記録されたか， が読み取れ
る。ペセタの増価は当初，企業のコストにたいする圧力と国内生産諸要素に支払われる可
処分所得にたいする圧力を低下させたが，しかし中期的には，＇貿易収支に悪影響を及ぽす
貿易財の対外競争力の悪化によって，こうしたインパクトの削減は持続できなくなる。そ
の時，輸入投入財の実質コストや国内生産諸要素の所得に悪影響をおよぼすのは，実質為
替レートの誘発された減価なのである。いずれにせよ，輸入投入財の高騰による反響を考
慮すれば，実質労働コストを支えるリズムが低下するだけでなく，雇用水準を維持するう
えで企業が耐えられる労働コストの経路と（実際の）労働コストの動向の間のヒラキも拡
大するようになる（ことが分かる）。人員の整理が現行の法律上難しいうえに，最初の（石
油ショックの）局面において経済危機の性格とその継続期間についてなされた（誤った）
判断から，工業諸部門では当初，雇用の増加率が低下するだけで終わった。そのため，それ
までは非常に大量の労働力を吸収（雇用）していた工業も， 1975年~77年期になるとごく
限られた数の雇用しか生み出さないようになった。実質賃金の調整に強い抵抗があり，解
雇が大幅に制限されている経済では，人員の整理は，労働者の新規採用をとりやめたり，
退職や（工場などの）閉鎖をつうじてしか実現できない。そしてこうした局面では，雇用
にとって上述のような推移が生じただけでなく，企業の閉鎖も拡大して， 197吟三~74年期
と1975年~77年期の間に，月間の倒産件数は4件から7件に高まったのである。この期間
に金融政策は，生産コストの製品価格への大幅な転嫁を可能にし，また企業の負債の急増
を容易にしたために，企業は必要な調整を先送りして閉鎖を避けようと試みた。他の機会
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に何度も指摘したが，このようにして国内外の不均衡が強まり，また実質可変コストの上
昇によるスペイン企業の競争力の喪失は，発展途上にある新興工業諸国によって国際市場
で急襲された工業諸部門ではとりわけ明白になった。
1977年以降，工業就業者数の漸進的な低下傾向が始まり，その傾向は1982年まで徐々に
強まっていった。こうした雇用の動向は，生産単位当たり実質労働コストの測定というす
でに述べた問題と，したがってまた実質労働コストと平均労働生産性のヒラキという問題
を生じさせたのであるが，この労働の生産性は，雇用水準を維持するうえで企業が耐えら
れる実質労働コストの経路の指標と見なされている。かくて， 1979年以降（実際に）観察
された生産性を算定してみると，工業における生産単位当たり実質労働コストは低下し始
めるが，しかしこの低下によっても．，実質労働コストと平均労働生産性の数年来のヒラキ
は縮まらなかった。逆に，最高水準の就業者数に対応する平均生産性を算定してみると，
生産単位当たり実質労働コストが低下したのは1980年だけで， 1981年も1982年もゆるやか
だが上昇しつづけた。しかしながら第二次石油価格高騰の局面において， 1980年~81年に
実質交易条件が悪化した結果，標準的生産性の上昇率の鈍化やとくに大幅な実質所得の喪
失が生じた点を考慮しなければならない。かくて，実質賃金が抑制され，また1981年には
それが削減されたにもかかわらず， 1977年の工業雇用水準のもとで企業が実際（の支払）
に耐えられる報醐と実質労働コストとのヒラキは， 1978年~82年期をつうじて持続し，更
に拡大さえしたのである。こうした格差は大きかったので一一石油危機の性格と継続期間
にかんする予想が変化し，企業の金融事情が厳しくなり，そして労働市場の規制が大きく
緩められた，前述のような情勢のもとで一一労働需要の低下が強まり，その時期に工場閉
鎖や倒産の増加を伴った雇用の激減が記録された。 1978年~80年の期間をつうじて宜告さ
れた破産は，直前の3年間に比べて45形も増加したのである。
実質可変コストの高騰は，設備能力の平均利用（率）を引下げただけでなく，資本設備
の一部を最終的に廃棄させたり，すでに言及した企業の閉鎖をもたらした。そしてその時
期全体における資本にたいする労働のコスト増によって，いくつかの部門では資本利用の
強化と生産設備の更新もしくは拡充がなされたのである。このことは，実際に雇用されて
いる労働者一人当たり資本（装備）の強化と，それらの部門で就業機会を保持している人
々の生産性の向上を意味していた。
さらに， 労働コストの上昇傾向は， いくつかの工業部門において， たいへん労働節約
的な技術革新の導入プロセスを強めるはたらきをしたであろう点も考慮しなければならな
い。こうした技術革新は，当該諸部門で労働生産性を高めた反面，人員整理のための法令
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によって容認された範囲内で，雇用の削減を実現するのに役立ったであろう。他方， 1977
年以降スペイン経済に見られた産業間賃金構造の硬直性が高まったため，技術革新過程が
記録された諸部門から生産性の上昇率が非常に劣った諸部門へ，賃金上昇の波及プロセス
が生じた。そこで，活力の乏しい諸部門では，実質労働コストと生産性の格差がより大き
くなり，またそれらの部門の雇用はより際立って縮小したのである。
本節のはじめから指摘してきたように，賃金と雇用の因果関係は，多様なルートーーた
とえば，①企業のコストに対する影響，③設置された資本設備の収益性にたいする影響，
⑧資本〔設備の〕集約度にたいする影響，④労働節約的な技術の導入率にたいする影響，
そして⑥総需要のいろいろな項目〔消費，総資本形成，そして経常海外余剰〕にたいする
影響—をつうじて作用している。しかしながら，ここでの分析の狙いは，工業における
雇用の激しい縮小過程で実質労働コストが発揮したに違いない重要性を明らかにすること
にある。そこで，実質労働コストの動きの一一永続性があり，．また不確実性を除去しうる
一抑制をつうじてはじめて，工業における雇用の消滅過程に歯止めを掛けるだけでな
く，現行の失業水準を低下させ得るより高い雇用水準の回復をもたらすためにも必要な諸
力を，解き放つことが可能になるであろうという点を指摘しておかなければならない。現
在の単位労働コストが維持されて，実質賃金が〔実質交易条件の変動によって調整され
た〕「標準的」生産性と同じようなリズムで上昇する場合，現行の失業水準は間違いなく
持続することになろう。そして現在の資本／労働の相対コスト水準のもとでは，資本集約
的な技術の利用が剌激されるので，おそらく労働需要の上昇のリズムは，労働力人口の増
加のリズムさえも下回ることになり，前者（労働需要）はより悪化するであろう。
2.4.3 労働市場と雇用政策
この数年来の労働需要の動向から，明らかに①雇用政策において実質労働コストの動き
を抑制し，③そのコスト上昇率を労働の「標準的」生産性の伸び率以下におさえ，そして
⑧単位コストの削減をはかるこ．とが優先されたに違いない。生産単位当たり労働コストが
削減される状況のもとではじめて，就業機会の消滅過程に歯止めを掛けることも，この数
年間に累積した大量の失業を徐々に再吸収することを可能にする，雇用にたいする需要を
創出することも出来るのである。，
この数年，賃金の抑制という難題は，長期にわたる所得政策をつうじて取り組まれてき
たが， この所得政策では， 当事者間の協定のシステムにかんする条項が多様な方法でま
とめられた。は体的には）①スペイン経済全体の労働協約で定められる賃上げにたいす
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る上限もしくは上昇幅が設定され，さらに③確立された法的規定もしくは事前に結ばれた
協定のもとで団体雇用契約が展開されたのである。このことは， とくに「労組連合間の
賃金枠協定」 AcuerdoMarco Interconfederalが調印された1980年以降， 賃金の大幅
な抑制につながった。 しかしながら， 最近の経験によれば，①労働協約における平均的
な賃上げは，上昇幅の天井の近くに張りつく傾向を有しており， したがって上昇幅の中心
点は労働協約で定められた賃金の指針として機能しなくなっており，さらに③実際に受け
取られる一人当たり賃金の上昇は，労働協約で定められた上昇から系統的にずれている点
を考慮に入れなければならない。
1982年に設定された目標は，社会的取決めによる賃金規制がモンクロア協定 (1977年）
でもって実行され始めて以来，実質賃金の抑制という点で最も野心的なものであった。し
かしながらその目標は，予想インフレとして登録されたインフレーションが， 198碑三末に
実際に記録されたインフレーションからかなり大きくずれたまさにその時に，すでに前に
述べたセーフガード条項が適用されてその影響が現れたために，果たされなかったので
ある。 1983年の「労組連合間協定」における9.5彩~12.5彩という賃金上昇幅の中心は，
1983年について消費財ではかった予想インフレ指数を1ボイント下回った点に設定されて
いる。前に触れた諸要素ー一それらは，設定された上昇幅の中心点から一人当たり賃金を
系統的にずれさせている一ーを考慮に入れれば，消費者物価ではかった実質総賃金〔労働
者が負担する社会保障費を含む〕は， 1983年をつうじて大半の活動分野でゆるやかな上昇
を記録するものと予想できる。
雇用の創出を優先目標にした名目賃金決定政策は，実質労働コストの抑制に配慮するだ．
けでなく，――—この数年来，賃金を全体として規制するために結ばれたいろいろな協定が
効力を発揮できる単年度を超えた（長期的な）視野のなかで一ーその抑制を持続させなが'
ら，この変数の動向に作用する不確実性をも小さくするよう留意しなければならない。
1982年の経験ーーその特徴は，雇用政策について言えば「国民雇用協定」 ANEに含ま
れる諸措置〔それの分析は， 1981年の「年次報告』（原書の） 134~137ページで詳しくな
されている〕が実行に移された点にあった一＿は，部門を選択的に剌激する政策が，実質
労働コストの抑制と並行して持続される必要性をかなりはっきりと示している。そうした
選択的な政策は，（民間投資を）誘発するシステムと公共投資をつうじて，雇用を大いに
高めねばならない諸部門において就業機会の創造を可能にするであろう。住宅建設への剌
激，公共事業への投資，そして公共消費財の提供を拡充し改善できる公共部門と労働者た
ちとの雇用契約は，雇用の創出に有効に貢献するであろう。しかしながらこうした一連の
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行動は，たとえ経済の基本的な余剰を生み出すことのできる効率的な生産機構の中枢に基
盤を置いていたとしても，その有効性を中期的にしか維持できないであろう。政府部門の赤
字が到達している由々しい水準と，そのファイナンスから生ずる金融面の歪みは，これらの
雇用政策手段の利用にあたって大きな制約要因となっている点を忘れてはならない。
いずれにせよ，、工業部門の生産性と収益性の修復ならびに国際市場におけるその競争力．
の改善は， 雇用政策を中期的に持続するうえでより緊急かつ確実な方向を指し示してい
る。この意味で．雇用政策は， たんに非効率的な生産構造を機能させ続けるために，大
量の人的資源と資金を凍結させながら遂行されてはならない。このように凍結された資源
は，雇用政策の行動範囲を制約し，またそれに起因する工業部門の収益性の低下は，経済
のすべての部門において労働需要に悪影響を与えるからである。
他方．すでに指摘したが，スペインの労働市場の機能の伸縮化は，雇用政策にとって常・
に必要な条件の一部をなしている。 1976年以降スペインの労働市場は．それに参加する経
済主体の行動枠を規制する法的規準と制度の全体にわたって，激しい変化の過程を経験し．
てきたが，これは必要とされるより大きな伸縮性と必ずしも両立していなかった。 76年以
前は，他の西側経済での実情とは著しく異なる，権威主義に基づいた機関による指令が存
在しており，その特徴は，①高い調整コストを伴った解雇にたいする法律上の制限をつう
じて，雇用調整に強い制約が課せられていた点と，R労働市場調整システムの機能におけ
るそうした歪みを補正するメカニズムとして作用した，一連の諸要因が存在した点にあっ
た。こうしたメカニズムのなかに見出されるものとしてまず，①労働時間の規制があっ
た。そして，③時間外労働を安いコストで利用するための諸制度。⑧労働の努力にかかわ
る強度，範囲，あるいはその熟練に応じて変動する報酬が存在したこと。これは，賃金報
酬全体の非常に重要な部分を形成し，また企業に賃金コストのより安易な調整を可能にし
た。そして最後に一ーこれですべて網羅した訳ではないが-c労働組合の組織化という
特定の現象が欠如したこと。これは，ある部門から他の部門への，またある職種から他の
卿璽への賃金上昇の波及メカニズムを弱めることをつうじて，賃金構造を伸縮的にした。
かくて，雇用量を介する調整が硬直化した賃金決定システムは，当時もある種の伸縮化の
メカニズムを提供したが，それは，賃金の一般水準の動きにも賃金構造の動きにも決定的
な影響を与えた。その頃に実施された制度的システムは，（企業に）大幅に有利な賃金構
造の変動をもたらし，既存の生産設備の収益性もしく＇は投資の期待収益性に間違いなく影
響したのである。
このことは，そうした制度が果たした独特の経済的機能が，なんの犠牲も払わず効率的
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に，経済成長のための必要条件とも完全に両立しつつ遂行された，ということを意味して
はいない。逆に，そうした制度的制約のもとでの労働市場の機能は，経済成長の要件に適
合させられており，かなりの歪みと非効率性の累積一ーその深掘さは，前に指摘したよう
に，経済危機の当初から明らかになった一ーを伴っていた。またとくに，多くの場合いろ
いろな部門や企業の非効率性に比例して設けられた賃金の規制と差別は，労使関係を調整
する際の民主的原則の欠如と，当時実施された賃金決定プロセスを最終的に裏打ちしてい
た権威主義的メカニズムとに基礎を置いていた。
1975年（フランコ総統の病没）以降スペインで生じた政治的変革とともに，その頃まで
スペインの賃金システムの機能を保証していた特異な諸制度は， 1976年から創設されだし
た新しい政治的枠組みと矛盾するようになった。その結果，労働市場の当事者たちの行動
規準や法律を改正するプロセスが始まり，より自由で民主的なシステムが指向されたので
ある。
自由な労働組合の生誕と，交渉において実際に自主的な両当事者による団体雇用契約の
出現は，労働市場で支配的な調整システムを変更させて，活動分野間や職種間の賃金上昇
の波及メカニズムを強めただけでなく，多くの単純な賃金格差の可能性をも除去した。か
くて，スペインの賃金構造はより同質化されより硬直化して，以前の伸縮性のかなりの部
分は失われたのである。
そのうえ，制度的な変革は，．雇用調整に存在した硬直性に変化をもたらした。一方で，
時間外労働の利用に制限が導入され，それは高くつくものになった。また他方で，雇用の
伸縮化を目指したいろいろな法的改正がなされた。 1975年から，解雇補償金の額がかなり
引き下げられたが，それにもかかわらず目下，雇用調整コストは依然として一一とりわけ
企業の可変コストの上昇という新たな状況のもとで評価すると＿＿過大な水準にある。平
均退職年齢が低下し，そして早期退職の可能性と誘因がつくり出された。雇用を調節する
だけでなく人員を一時的に鯛整する余地が一一労働時間の短縮措置や生産活動の一時的中
断をつうじて一ーかなり拡大され，労働者たちは部分的失業の態勢に移っていった。 1980
年~82年期をつうじて人員の一時的調整の影孵をうけた労働者数は約125万人に達したが，
そのうち 40万人は 1982年に該当している。雇用調節による解雇は， 同じ時期に 11万7000
人であった（その期間をつうじてわずかな上昇傾向にあり， 1982年は6万2000人にのぼっ
た〕。他方，「労働者憲章」 (1980年3月制定）以降，「雇用基本法」やとりわけ諸雇用促進
計画一一これらについては後ほどもういちど触れる一ーは，企業内に固定する（終身雇用
的な）条件を持たない労働者の比率の引上げを可能にし，またそれを促進したために，総
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労働コストにたいする雇用調整コストのウェートは軽減された。
その結果，スペインの労働市場の制度的修正は，労働市場で支配的な調整システムに深
遠な変化をもたらしたのであるが，それは一方で，これまで存在していた賃金の伸縮性を
失わせ，他方では，現存の諸障壁を必ずしもすべて除去することなしに雇用調整の可能性
を高めた。かくて，なされた変革のいくつかは伸縮化の傾向のもとで実現されたのに対し
て，他のいくつかは新たな硬直性の要素を出現させたが，これは以前の段階から受け継が
れた硬直性と歪みにあらかた上乗せされたのである。そしてこの槻点からみれば，．制度的
な変革は， 労働市場の動きにたいして—経済危機の影響のうえに特別に付け加えられ
た一一ある種のキズを負わせたと言えよう。
最も明らかな影響（キズ）のひとつは，活動分野別賃金構造の修正であった。 1976年以
降，活動分野ごとの平均賃金の格差が大幅に縮小された。すなわち，より低い平均賃金水
準をもった活動分野一一それはまた，より多くの労働力を必要とする活動分野である一一
は，より激しい賃金上昇率を経験したのである。かくして，たとえば（産業）大分類でみ
た建設部門では， 1970年~82年期をつうじて一人当たり賃金の上昇は，．同時期の工業諸部
門全体についての一人当たり賃金の実績よりも激しかったのに対して，就業者一人当たり
の生産性の伸びは，工業のほうが建設業よりも高かった。このように，部門間の賃金格差
の縮小過程は，部門間の効率性や生産性がより同質化した結果ではなく，むしろ賃金上昇
がある部門から他の部門へ波及するプロセスの結果として生じたために，生産性の向上が
より低い部門—技術進歩の観点から活力の乏しい部門ーーは，より激しい単位労働コス
トの上昇を経験したことになる。
こうした観点から，労働市場を伸縮化するには，—―—賃金の比較基準が，それぞれの部
門の生産性の変動に応じて抑えられるよう一一産業間の賃金構造の硬直性を低める動きが
必要である。さもなければ，伸縮性に欠ける賃金政策規準は，活力の乏しい諸部門の収益
性と雇用に悪影響をあたえるであろう。
鵬間の賃金シェーレ（格差）は，とくに1976年~79年期に大幅に縮小したが，その反
響は，熟練度の低い労働—それの需要は，賃金の変化にとくによく反応する――—の相対
的に大きな高騰となってあらわれた。かくて当初，総賃金の職種間の分配に生じたであろ
う改善は，こうした階層の働き手にたいする労働需要の低下によって一部相殺されたに違
いない。そこで，総賃金の職種間の再分配基準は，より多くの就業機会を創出しうる職業
で雇用に悪影響がでるのを避けるために，伸縮化されねばならない。
雇用を調整するうえでより伸縮的な枠組みを追求すると，それは調整コストの削減につ
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ながり，その結果，変化しつつある生産活動の状況に雇用をよりうまく遮合させたり，雇
用促進計画を続けることが出来るようになるが，このことは，より大きな失業の影響をう
けている人々のニーズに応えるだけでなく，より伸縮的な雇用契約へのみちをも開くもの
でもある。・
国民雇用協定ANEを遂行するために策定された雇用促進プログラムは，その適用が遅
れたにもかかわらず， 1982年をつうじて増大する新規就職の流れを生み出した。そうした
プログラムはすべて，その年に（雇用）増大傾向を示したのである。なかでも短期契約の
プログラムによって創出され， 25万3183の数に達した就職の重要性が際立っている。そ
れに続いて重要であったのは，特定のグループー~たとえば，失業給付がきれた失業者や
身体障害者一ーを保護するためのプログラムによって生み出された就職であって，その数
は全体で10万5655にのぽった。 1982年の勅令3,887号によって， ANEに由来する雇用促進
諸プログラムは引き続き1982年にも適用され，いくつかの制約的な修正が導入された。す
なわち，①短期契約の最長継続期間が2年に短縮され，②全従業員にたいする短期契約者
の許容比率が引き下げられ，そして③他の短期契約の満了や不当解雇もしくは雇用調整措
置によって欠員が出ていた働き口を，（短期）契約の期限直前の年に（再度）短期契約でもっ
て補充されるのを避けようとして，慎重な態度が明示的に採られたのである。これらの新
しい方策は，契約形態の伸縮化におけるある種の後退を意味したであろう。にもかかわら
ず，雇用を回復するうえで，とくに短期契約を介するより伸縮的な雇用契約の存在が帯び
るであろう重要性を強調しておかねばならない。雇用の（単なる）配分を目指した諸措置
でも，労働需要の低迷状態に由来する社会的コストの軽減に寄与できるであろうし，また
寄与しなければならない。そうした諸措置のうちで，早期退職，交替要員契約，そして（公
務員等の）重複雇用を規制する措置は，当該企業にかかる労働コストに直接の悪影響をひ
とつも与えないという利点をもっている。逆に，時間外労働の制限とその高騰は，ー一雇
用調整にコストがかかり，とくに労働時間が短縮される〔しかも，それに伴って時給が（従
来どおり）維持されない〕場合ー一労働コストを上昇させる効果をもち，したがって現行の
雇用水準を（維持したままで）配分するどころか，むしろ労働需要を低下させるであろう。
実労働日にかんするデータが欠如しているので，労働時間が週40時間に短縮されたうえ
に休暇が増えた一ーその結果， 1983年の「労組連合協定」では，年間労働時間は1,-826.45
時間になった一ーことから生じうる労働コストヘの影響を評価できない。だが，労働協約
で定められた労働時間のデータから，より長い労働時間を有していた諸部門ではこうした
措置によって実際に影響をうけたものと予見できる。 1982年に建設部門で協定された労働
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時間の中央値は， 1983年の「労組連合間協定」で定められた年間労働時間を5%上回ってい
たのである。雇用動向にかんしてこの部門が有する戦略的な重要性を考慮に入れると，こ
の場合，（時短などの）雇用配分措置が雇用創出政策の諸要件と矛盾するという恐れが存在
する点を指摘しなければならない。他方，各部門における労働時間の短縮から予見できる
インパクトと各部門の平均賃金水準とを比較すると，その影響はより低い平均賃金をもっ
部門で相対的により大きく，より高い平均賃金の部門では相対的により小さいかゼロに等
しいことが観察されるが，ここから，①労働時間の短縮は単位労働コストをより均質化さ
せ，また②こうした単位労働コストの均ー化は，ぎりぎりの収益しか挙げていない企業に
作用する際には，雇用にたいしてマイナスの影欝を与えるであろう，と推論できる。
最後に，失業水準の高さならびに労働需要の見通しの暗さから，大量の失業者一一その
保護は，雇用政策の不可欠の要素を構成している一ーが将来も存続すると予想せざるを得
ない点を指摘しなければならない。平均失業期間の長期化は，雇用調整の硬直性に由来す
る低い労働力の回転とも相まって，失業保険給付の適用率の低下をもたらしている。 1982
年末に，あらゆる失業による経済的給付の，登録された失業にたいする適用率は28.5%で
あったが，①農業（固有）のシステムで保護された恒常的な農業労働者と，③最初に（優
先的に）雇用を請求できる者として，国民雇用協会 INEMのコース cursesに記名され
ていた労働者—かれらは「失業者保護特別基金」からの援助を受けている一ーを除いた
純適用率は，工業，建設業，そしてサービス業で登録された失業にたいして40形であった。
3. 公共部門
①経済政策が対処すべき多様な目的間の軋礫，②経済危機の財政面での反響，そして⑧
公共支出（歳出）の系統的増大を助長する諸要因の存在は，財政政策にとってあまり具合
のよくない状況をつくり出している。 1981年に公共赤字は 5548億ペセタ 〔GDPの3.2
形〕にのぼり， 1980年に比べて2311億ペセタも増えたのである。 しかし， 総支出のかな
りの鈍化が達成され， また資本支出に有利で経常支出に不利な実質的再編が行われた結
果，それぞれの伸びに 37.6形と 17.1形が記録された。歳入（増）のリズムは，①間接税
の大幅な急増と，②直接税の少なからざる鈍化ー~それは税制改革の徴税効果が急速にう
すれ，また名目所得の伸びも弱まった結果である—，そして③社会保障費の意味のある
鈍化を伴いつつ，際立って低下した。最後に，政府最終需要は，経済活動にたいして名目
で19.2%増の拡張的な影響を与えたが，これはさらに，家計可処分所得と民間消費にたい
する公共部門の所得再分配政策の効果によって強められた〔2-41表をみよ］。
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1982年に公共（収支）勘定は，その否定的な側面をかなり著しく押し出した。つまり，
総公共支出は再ぴその伸び率を加速させ，名目国民総生産のそれを大きく上回る率で増加
したのである。同様に公共赤字は，その趨勢のみならず既に達している水準一ーそれは，
とりわけ貨幣的側面で首尾一貫している調和のとれた政策構想と両立しがたいーーからみ
ても，気掛かりな規模に拡大した。こうした結果は，ある程度，経済危機を一時的に反映
したものであるが，この危機は執拗であるが故に深刻化してもう一年長びき，歳入と歳出
の両面に影響を与えた。しかし，そうした結果はまた，一方では充分な経済政策の裏打ち
を欠いた調整にたいするスペイン経済の抵抗-それは公共（収支）勘定にたいする帰結
（赤字）への配慮を余儀なくさせる一~を表明しており， また他方では社会（保障）支出の
ような分野での赤字と公企業の損失とを削減する持続的な努力の欠如を表明している。公
企業では，あまり喜ばしくない（厳しい）決定が避けられたために，現在の危機的状況の
もとでは耐えがたい負担がスペイン経済と公共部門に課されており，こうした負担は，危
機そのものの克服をさまたげており，また将来へ⑭財幾が）ずれ込む可能性を残している。
政府部門の赤字は， 非金融取引でみると 1982年に 1兆1553億ペセタにのぼったが， こ
れはGDPの5.9形で， 1981年の赤字の2倍強に相当する。非金融収入は12.5形〔1981年
には15.6形〕増加し， 非金融支出は21.4劣〔1981年には19.2%〕増えたが， そのなかで
経常支出は1981年の 17.1彩増から 20.1彩増に加速し， 資本支出の伸び率は1981年の37.6
形から 31.4%に後退した。 1982年度末に，社会保障費の源泉徴収や石油専売株式会社
CAMPSAからの国庫収入などの時間的割り振りにかんして，現行の規準と両立するいく
つかの会計処理上の変更が実施された。もしも従来の基準が維持されていたら， 1982年の
非金融（収支）赤字は 1兆143億ペセタになり，非金融収入は13.8飴増， そして非金融支
出は20.6彩増で，経常支出は18.8劣増になっていたであろう。それゆえ，会計基準の変更
の有無にかかわらず， 1982年の基本的特徴に変わりはないのである。すなわち，①大幅な
赤字の増加，③歳入よりもずっと急激な歳出の伸び，⑧資本支出を犠牲にして経常収支を
増やす，歳出構成面での重要な変化，そして④租税収入における間接税のウェートが直接
税よりも高まったこと。歳出面ではかった租税圧力（歳出/GDP)は， 1981年から1982
年にかけて2%ボイント高まったけれども，歳入面ではかった租税圧力（歳入/GDP)
は0.6ポイント低下した。なお会計基準の変更（効果）を除去すれば， こうした租税圧力
の増減は，歳出面では1.5ボイント増，歳入面では0.2ポイント減になる。
1982年に19.7形伸びた公共最終需要は，名目的には1981年と同じような拡張的インパク
トをスペイン経済に与えたが， しかしすでに指摘したように，実質的なインパクトは一
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2 -41表政府部門の歳入と歳出〔金融勘定を除く〕
単位： 1暉ペセタI増加率％ I 対 GDP比形
1981 I 1982 1万181/80182/81 1~: 貰198111982 
1. 総収入 5,394.6 
1.a. 経常収入 5,210.0 
所得税・資産税 1,202.4 
生産税・輸入税 1,263.8 
社会保障費 2,254.8 
その他の経常収入 549.0 
1. b・資本課税 36.8 
1.c. 資本移転 5. 1 
1.d. 調整：固定資本償却 82.? 
2. 総支出 5,949.4 
2.a・経常支出 5,237.7 
公共消費 2,035.2 
公務員の報酬 1,627.7 
財・サービスの純購入 324.8 
固定資本減耗 82.7 
移転支出． 3,202.5 
社会保障給付 2,544.3 
経営補助金 253.6 
経常移転支払〔b〕 277.0 
利払い 127.6 
2. b. 資本支出 711. 7 
総固定資本形成〔c〕 389.4 
資本移転支払 322.3 
3. 赤字〔一〕／黒字〔1-2〕 -554.8 
4. 最終需総要固：定消費資本＋形成 2,424.6 
5. 純貯蓄〔1a-2a〕 32.3 
a〕累積（複利）率の年平均。
b〕国際協力（援助）を含む。
c〕土地の純獲得（購入）を含む。
6,069.6 
5,929.7 
1,306.2 
1,473.6 
2,509.5 
640.4 
42.3 
2.0 
95.9 
7.225.2 
6,290.1 
2,405.8 
1,869.7 
440.2 
95.9 
3,884.3 
3,006.9 
367.2 
331.1 
179.1 
935. 1 
496.3 
438.8 
-1,155.3 
2,902.1 
-360.4 
19. 6 15. 6 12. 5 3.8 31. 4 30.8 
19. 6 15.5 12.5 3. 7 30.6 30.1 
23.9 12.4 8.6 1. 7 7.0 6.6 
19.2 30.2 16.6 0.8 7.3 7.5 
18.3 13.2 1. 3 0.9 13.1 12.7 
18.0 3.2 16.6 0.1 3.2 3.2 
18.2 31. 0 14.9 〇.2 0.2 
46. 1 15.9 -60.8 
21. 9 19.5 16.0 0. 1 〇.5 0. 5 
23.3 19.2 21. 4 9.0 34.6 36.6 
23.6 1?.1 20.1 8.2 30.4 31. 9 
21. 2 16.3 18.2 2.2 1. 8 12.2 
20.1 17. 3 14.9 1.4 9.5 9.5 
26.1 10.6 35.5 0.7 1.9 2.2 
21.9 19.5 16.0 0.1 0.5 0.5 
25.3 17.6 21. 3 6.0 18.6 19. 7 
25.8 21.1 18.2 4.8 14.8 15.2 
23.0 -5.8 44.8 0. 5 1.5 1.9 
21.6 18.3 19.5 0.3 1. 6 1.7 
30.7 9.0 40.4 0.4 0.7 0.9 
21. 0 3?.6 31. 4 0.8 4. 1 4. 1 
14.8 36.8 27.5 -0.2 2.3 2.5 
31. 5 38.7 36.1 1.0 1. 9 2.2 
- -5.3 -3.2 -5:9 
19.9 19.2 19.? 2.0 14.1 14. 7 
- -4.5 0.2 -1.8 
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公共消費が公共投資を犠牲にしてより有利に構成されたけれども—もっと大きかった。
さらに政府部門は，再分配政策を介して家計の可処分所得に影響を与え，さらにその所得
（効果）をつうじて民間消費にも影響を与えた。これは1982年に， 家計の可処分所得を
1.4%ボイント〔会計基準の変更を考慮に入れなければ0.9ボイント〕高めた。公共貯蓄は
1982年にマイナスの3604億ペセタであり，政府部門のファイナンスの必要は1兆1553億ぺ
セタにのぽったが，これは民間部門の貯蓄の32.9%に相当する。
1982年に生じた事態は，この数年来の政府部門の推移の本質的な特徴と通底している点
を明らかにするために，はじめて公共赤字が重要な問題になっfこのは—その年から赤字
額が注目に値する水準に達し，またその次の年から毎年つづいて赤字を増大させた状況が
はっきり形をとり始めたという二重の意味で一1978年以降のことである点を指摘してお
こう。現在の経済危機が始まったのは1973年と特定できるが，次の年から4年つづけて公
共部門の収支尻（赤字・)はあまり重要ではなかった〔1976年と1977年の赤字は，それぞれ
GDPの0.3%と0.6%にすぎなかった〕。かくて1977年は， 歳入と歳出の主要項目の推移
を一定の銀点から検討する際の基準年として採用することができよう。
3. 1歳入
政府部門の非金融収入のGDP比は， 1977年から1982年の間に 3.8ボイント増大した。
この時期に非金融収入は年平均すると累積的に19.6%増加したことになるが，同時期をつ
うじて年々その増加率は鈍化していき， 1978年の25.3%増から1982年には12.5%増になっ
た〔2-41表をみよ〕。
総収入がGDP比で上記のように3.8ポイント増加したうち， 1.7ポイントは所得税と資
産税に， 0.8ボイントは生産税と輸入税に，そして0.9ボイントは社会保障費に起因してお
り，残りは他の経常収入と資本収入によって説明される。しかしながら，これらの項目は
それぞれ，最近の推移においていくつかの特異性を示している。
所得税・資産税収入の推移の場合， 1977~82年の5年間は，著しく異なった2局面から
構成されている。すなわち前半の3年間，累積増加率は平均すると33.6%であったが，後
半の2年間，その増加率は1981年に12.4%, また1982年には8.6形になったのである。名
目所得の推移は別に考えるとして，そうした際立った変化は，①個人所得税のうち所得階
層別割当税 cuotadiferencialの納期と払戻の影響を受けており 〔1981年になって初め
て払戻は開始された〕， また②この数年来， インフレーションと累進課税にもとづく国庫
収入（の自然増）は，―ィンフレーションが緩和され，また源泉課税が調整され1982年
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には税率も修正されたので一一低下傾向を有するという事実からも影響を受けており，そ
して⑧直接税の改革による当初のショックと徴税効果が一巡したのち，この数年らい納税
義務の履行がよりルーズになったことの影響もおそらく受けている。，
所得税と資産税が1978年に38.2彩も急増した主たる原因は，労働所得税IRTPが一ーそ
の源泉課税の急増期における頂点に達し―60.8彩も大幅に増加した点に求められるが，
そうした急増に影響を与えたのは， 1977年まで賃金労働者の雇用が増えたことと，名目賃
金の上昇，そして賃金ベース（向上）の現出過程であった。 197吟北1980年にも直接税の
急増は依然として，租税改革の個人所得にたいする主たる影響一一租税圧力の上昇と，平
均以上の賃金（所得階層）の捕捉面の向上一ーによってこの両年に有利化した，労働所得
の源泉課税増から基本的に説明された。税制改革のより大きなインパクトを受けた1979年
に労働所得源泉課税は33.4彩増加し， さらに1980年に 29.2彩そして1981年にも 28.6彩増
えたが， こうした率はこれらの年の賃金総額の伸びを一一賃金労働者の雇用が1979年に
2.4%, 1980年3.5彩， そして1_981年に3.2彩低下した点を考慮に入れるとなおさら一一大
きく上回っており，また一ー1981年と1982年に，個人所得税のぅち所得階層別割当税の収
入が大きく落ち込んだことから示唆されているように-—異常に高いように思える〔 2-
42表をみよ〕。
問題の5カ年 (1977年~82年）をつうじて，資本収益による税収すなわち資本所得の源
泉課税は，かなりの不規則性を含みながらも強い増勢を示したが，これは，・上記の所得を
生んだ諸資産の名目的な増加と利子率の上昇によって部分的に説明される。この資産の名
目増は， 1979年以降の個人所得階層別割当税の芳しくない結果と法人所得税の階層別割当
額における最低の伸び―これには，投資にたいする大幅な租税減免措置の実施に伴う悪
影響もみうけられる一ーを説明するのに役立つであろう。その (79)年までに得られた資
本収益の半分しか，この（階層別割当税の）課税対象にならなかった結果，法人所得によ
る税収はこの5年間に， GDP比で1977年の1.4彩から1982年の1.3彩へわずかに低下した
のである。この1.3彩という比率は， OECDの工業諸国で法人税が有する比率を一一租税
システムの形態によって各国間に大きな差異が見られるとはいえー一下回っている。この
点にかんして是非とも，社会保障にたいする企業負担分を含む国際比較をしなければなら
ないが，その場合，・スペインは中位の国として位置づけられる。同様に，租税圧力とその
配分という槻点を，個人所得税のウェートを考慮に入れて完全なものにしなければならな
・いが，こうした比較をするとスペインは,OECDの他の工業諸国よりも下位にある。
その他の所得税と資産税は，本質的なものではないので余り興味をそそらない。同じこ
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2 -42表財政収入
単位：
10億ペセタ
1981 1982 
総額 4,757.8 5,331.6 
租税 2,503.0 2,822.1 
所得税・資産税 1,202.4 1,306.2 
個人所得税 868.9 903.S 
労働源所泉徴得収(670.4) (731. 6) 
資本源所泉徴得収 (81. 8) (106.4) 
所割得階当税層別 (74.0) (32. 0) 
その他 (42. 7) (33.5) 
資産税 14.4 19.7 
法人所得税 213.9 252.6 
資本源所泉徴得収 (83.6) (107. 8) 
所割得階当層税別 (130. 3) (144. 8) 
その他 , 105. 2 130.4 
生産税・輸入税 1,263.8 1,473.6 
生産税 997.4 I, 134. 5 
企業取引税 (396.0) (514.3) 
消費税 (487.0) (492.3) 
遊興税 (51. 5) (58.8) 
資産譲渡税 (136. 4) (148. 4) 
その他 (118.1) (160. 3) 
輸出に対す
(191. 6) (239.6) る租税減免
（一〕
輸入税 266.4 339.1 
資本課税 36.8 42.3 
社会保障費 2,254.8 2,509.5 
実効社的会保障費 2,062.7 2,298.6 
企業負担額 1,625.4 1,808.7 
被雇用負者額担 325.3 361.5 
-=礼=会棗保贔諒費念
112.0 128.4 
192.1 210. 9 
a)累積（複利）率の年平均
b〕⑲7眸 ~82年期
増加率形
197.:.,82 I 81/80 I 82/81 〔a〕
19. 7 17.2 12.1 
21.2 21.6 1U 
23.8 12.4 8.6 
31.4 20.5 4.0 
(31.2) (28.6) (9.1) 
(28. 4) (29.0) (3.0) 
(21.7) (-30. 8) (-43. 9) 
(-) (44. 7) (-21. 5) 
23. 〇〔b〕 -19. 5 3.7 
15.2 14. 2 18.1 
(28.7) (31. 8) (28.9) 
(10. 0) (5.2) (11.1) 
7.1 -26.6 23.9 
19.2 30.2 16.6 
20.2 33.9 13.7 
(27. 1) (35. 0) (29.8) 
(21.4) (35. 1) (1. 0) 
(45. 8) 〔b〕 (29.7) (14. 2) 
(9. 8) 、 (2.0) (8.8) 
(5.4) (-3. 4) (35.6) 
(17.6) (-6. 3) (25.1) 
15.9 18.2 27.4 
18.1 30.5 16. 7 
18.4 13.2 11.3 
18.0 13.6 1. 4 
17. 4 '14.1 1. 3 
20.3 11.4 11.1 
20.6 12.7 14.3 
21. 5 9.1 9.8 
対 GDP比彩
1977~82 
198111982 （増減）
3.4 2?.6 no 
2.5 14.5 14.3 
1. 7 6.9 6.6 
2.1 5.0 4.6 
(1. 6) (3. 9) (3. 7) 
(0. 2) (0.5) (0. 5) 
(0.3) (0.4) (0.2) 
(-) (0.2) (0. 2) 
〇.0 〔b〕 0.1 0.1 
-0.1 1. 2 1. 3 
(0.2) (0.5) (0. 5) 
(-0. 3) (0.7) (0.7) 
-0.3 〇.6 0.7 
0.8 7.3 7.5 
0.8 5.8 5.7 
(0.9) (2.3) (2.6) 
(0. 5) (2.8) (2.5) 
(0. 2) 〔b〕(0. 3) (0. 3) 
(-0. 3) (0. 8) (0.7) 
(-0. 5) (0. 7) (0.8) 
(0.0) (1.1) (1. 2) 
-0.1 1. 5 1.7 
0.0 0.2 0.2 
0.9 13.1 12.7 
0.6 1. 9 1. 6 
0.4 9.4 9.2 
0.2 1. 9 1. 8 
0.0 0.6 0.6 
0.1 1.1 1.0 
＊）擬制的社会保障については，本誌39巻2号221ページの脚注1をみよ。（訳者）
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とは，資本課税ー一相続税と特別税ーーについても言えるが，その額は1974年以来GDP
比で0.2彩（前後）で安定している。
生産税と輸入税〔間接税〕は， 1978年~8吟三の3年間伸び悩んだ〔累積増加率は平均で
16.5彩であった）が， 1981年には急増し〔30.2彩増〕，そして1982年にもかなり〔16.6彩〕
伸びた。 5年間のこうした推移は，所得税や資産税の推移と対照的である。税制改革は
—税収の増強のほかに一一歳入における直接税と間接税の相対的なウェートを，前者の
活性化をつうじて修正することを企てたが，しかし経済当局は一一歳出の推移や，それの
公共赤宇への反映，そして直接税徴収における限界を考慮して一ー間接税の圧力を高める
ことを余儀なくされた。
この2年来の生産税と輸入税の伸びは，企業取引税ITEの急増と密接に結びついてお
り，このITEの伸びはまた， 1981年については，建設販売業者による住宅の譲渡に伴う
課税がこの項目に含まれたことやその税率の引上げによって説明され，また1982年につい，
ては， ITE全般について33%に相当する税率の新たな引上げによって説明される。また
間接税の伸びを剌激した税収源として，諸消費税の伸びと公営ギャンプル（ロッテリアな
ど）における国庫収入比率の引上げを特筆しておこう。もっとも， 1982年には，エネルギ
ー製品税の年度間の帰属にかんする基準が変更されたことに伴って，消費税の伸びは（本
来より） 2.2彩低下した。資産譲渡による税収の場合，住宅の譲渡の際に言及した法律上
の変更と若干の税率の手直しに起因する，ある程度の後退を指摘できる。
一般に，この2年らい間接税が再び急伸して，公共部門の予算面での不均衡を緩和した
と断言できる。そうした大幅な伸びは，従来の租税制度における累進性の高まりをやわら
げ，また物価にたいして好ましくない影響を与えたが，この点は，意図的に国内貯蓄を強
制する政策と無縁ではない。
他方，歳入の各政府機関への配分は，この数年来かなり修正されて，地方公共団体に帰
属する租税がその他の行政機関へのそれをはるかに上回って伸び，なかでも国の歳入は，
地方自治体への課税権限の移譲に由来する分権化のプロセスとともに低下しつつある。か
くてこの3年間 (80~82年）の地方公共団体の税収の伸びは，それぞれ57.7彩， 40.0彩，
25.2彩であったの対して，政府部門を構成するその他の機関の税収は，それぞれ20.6%,
18.2%, 9.7彩の伸びにとどまったのである。
歳入のうちで最も重要な項目である社会保障費について言えば， 1979年までの急速で持
続的な伸びに代わって，ずっと緩やかな伸びをもったあらたな局面が現れ， 1979年-:81年
の3年間その対GDP比は13彩〔実効的社会保障費については12彩前後〕で安定し，そし
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て1982年には12.7%まで低下したのである。こうした最近の動向は，雇用にたいする租税
圧力を抑制し，出来ればそれを低下させようとする政治的プロジェクトに対応しており，
社会保障の財源のより多くの部分を国からの移転支出によって，つまり厳密な意味での租
税システムをつうじてカバーしようと努力された。このプロジェクトの進捗をさまたげて
いる要因として，①国の赤字の急増，③社会保障支出にかかっている強い圧力，そして⑧
雇用の推移から見て，社会保障への拠出者数の一ー後退ではないにしても一一停滞が社会
保障負担に課している限界そのもの，を挙げることができる〔1〕。この負担を低下させる目
標とそれに伴う諸困難との撞着は，法律的にはこの数年来，各負担率の修正という形をと
って現れた。ここ数年，一般的な（社会保障）事象にたいする負担率に低下傾向が見られ
たものの， 失業（保険）のための負担の引上げは避けられなかったのである。かくて，
1980年7月に，負担率は全体として34.3%から33. 696に低下したが，しかし失業（保険）
の負担率は2.7%から4%に上昇した。 1981年1月に全体としての負担率はあらたに 33.1
％に下がり，また1982年1月にはさらに32.1彩になった。しかしこの時点で失業（保険）
負担率は5.2彩になり， またその年（限り）有効な， 0.21%の負担率を有する特別基金が
創設された。結局， 1983年1月から，全体としての負担率は30.6彩に， また失業保険の
それは5.8%になり，これとは別に公務員は， 0.5%の負担率で拠出を開始するであろう。
負担基準と負担率は推移したが， その結果この4年間に，使用者・被雇用者・自営業
者の間の負担の配分に本質的な変化はなにも生じなかった。その代わり， 国民雇用協会
INEMへの拠出額は， GDP比で1979年の0.696から1982年には1.2%に上昇したのに対
して，その他の実効的社会保障負担〔GDP比〕は， 1979年の11.4%から1982年には10.4
％に低下した。現在の社会保障負担の企業側でのウェートは，スペインを OECD諸国の
なかで比較的高い水準に位置づけている。
3.2歳出
非金融公共支出の対GDP比は，この5年間に急速で持続的な伸びを経験し， 1977年の
1〕失業保険によって保護されている労働者たちは（同時に）その拠出者でもあるけれど，
（現在の労働者たちの）拠出額は， （現在の受給者たちが）現役時代に拠出した額を
下回っている。他方，保険期間が終了する時には，かれらを拠出者と見なすことも終
わりを告げる。 1977年から1981年にかけて，一般的社会保障制度に加入していた労働
者数は79万1000人減少したが，そのうち74万8000人は1978年から1979年に生じた変動
に対応している。
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27.6%から1982年には36.6%に高まった。この時期の累積増加率は年（平均） 23.3%であ
るが，強いインフレーションに関連する支出の急増が生じた1978年を除くと，残りの4年
間の累積増加率は21.6形になる。
何年も前から1979年まで，そうした急速な増加の枠組のなかで明らかに公共投資をなお
ざりにした，経常支出へのシフトが生じてきた。だが， 1980年から公共支出内部での再配
分に方向転換がみられ，とくに1981年には投資支出が有利化した〔2-41表をみょ〕。
公共支出の推移の分析は，この数年来つづいている公共赤字の増大を説明するうえでた
いへん重要である。そうした支出の変動に及ぼしたいろいろな項目の影響を評価するにあ
たってまず，公共支出の対GDP比が1977年から1982年の間に9ボイントも上昇した点を
銘記しておかねばならない。
最近の5年間に経常支出の伸びはGDP比で8.2ボイントであったが， その主たる説明
要因は6ボイントも増えた移転支出に求められるのに対して，公共消費にかかわる支出は
GDP比で2.2ボイント増にとどまった。この数年， 公共消費の伸びを抑制しようとする
試みは一~ サービス購入の伸びを，いずれも消費者物価指数CPIの
上昇率以下に設定することによって，はっきり予算に打ち出そうとされたにもかかわらず
ー一結局，非常に多様な一連の要因のゆえに成功しなかった。賃金が規制されたものの，
報酬の伸びは1981年と82年にGDPのそれをいくらか上回った〔それぞれの年に17.3%と
14.9彩上昇したのであるが，いろいろな理由一~とりわけ公務員の各機関への配置替えと
いう単純な事実—~による，各機関ごとの著しい格差を伴っていた〕。 というのも，職員
の職階がいくらか手直しされ，いくつかの労働協約で諸係数が見直され，そして臨時扉い
や定時雇用者の若干名が公務員として採用されたからである。 1982年の俸給の増加につい
ては，政府部門の雇用の伸びを考慮に入れなければならない。労働力調査EPAによれば
この雇用は， 1982年をつうじて4万9000人増加したが，これは， 1981年から1982年にかけ
て平均4.6形の雇用増を意味している。
1981年と1982年にそれぞれ10.6%と35.5%に達した財・サービスの購入の伸び―この
項目を評価するには，この2年間をまとめて考察するほうがよい。そうすれば累積増加率．
はHl.1%になるーは，一見して，公共支出の拡張を制限しようとする企てが失敗したこ
とを示している。もっとも，それらの支出項目を民需と軍需に分けて考察すれば，結論は
それほど否定的ではなくなる。軍事支出は，軍隊の近代化計画にしたがって．，この数年ら
い著しく〔1982年には54.8彩も〕増加し，この (82)年には国の財・サービスの購入全体
の75.5彩を占めていた（ちなみに， 1977年には59.2%であった〕。
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公共支出のウェートを高めるうえで，社会保障給付の推移が際立った要因として突出し
ているが，その伸びはこの5年間の平均で25.8彩であり，対GDP比では1977年の10.4彩
から1982年には15.2彩に達した。それがこれほどダイナミックな推移をたどった原因は，
年金の経緯と失業保険の適用に求められ， これらは同じ時期にGDP比でそれぞれ約3.5
ボイントと1.8ボイント上昇したのである〔2-43表をみよ〕。
年金について言えば，・社会保障によって保護された（年金生活）者の数は，この5年間
に4.9彩の累積年率で増加した〔1973年から77年にかけては5.5彩であった）。こうした増
加の一部は， 65歳を超える人口の著しい増加といった人口動態の要因によっ．て，また一部
は次のような経済的諸要因によって説明されねばならない。すなわち，ー一過去において
社会保障が徐々に拡張した結果，退職年齢も徐々に若くなり，年金生活者が増加した，と
‘いった一一社会的進歩を反映した経済的要因もあれば，また一一雇用の全般的な低下に起
因する退職年齢の早期化といった一一危機に関連した経済的要因もある。この早期退職と
いう事実は， 55歳以上の人々の労働力率（労働力人口／生産年齢人口）が，人口全体のそ
れよりも1977年以来ずっと，大きく目立って低下した点に表明されている。他方で，この
時期全体をつうじて，年金の増加をコントロールする試みが一貫してなされたにもかかわ
らず，その余地は一一年金の平均水準がささやかであり，また最低年金の適用をうける年
金生活者の数が非常に多い〔ほぼ75%に達する〕ので一~ 平均年
金額は， 1977年から1981年にかけて年平均20彩の率で伸びた〔ちなみに消費者物価指数
については16.4彩であった〕。 しかしその水準は1981年に， まだ各職種間の最低賃金の70
彩に達していない。
年金にたいする公共支出ーーもっと具体的に言えば，社会保障にかかわる財政上の均衡
一の見通しについて，年金とその拠出にかんする計画は，大きな懸念を抱かせるもので
ある。というのは，過去に観察された年金生活者／拠出者の比率の増大傾向が，近い将来
においても逆転しそうにないからである。社会保障制度全体にとって，この年金生活者／
拠出者の比率は， 1973年の29.2%から1981年には43.6彩に上昇した。農業（社会保障）制
度の場合， その（比率の）水準と推移はもっとも際立っており， 問題の比率は1973年と
1981年にそれぞれ54.8彩と78.1彩であった。しかもこの現象は，つねに強くて紛れもない
（上昇）傾向を伴っており，一般（社会保障）制度についても年金生活者／拠出者の比率
は， 1973年の19.1彩から1981年には32.4彩になったのである。こうした数量的比率の芳し
くない推移のほかにも，新規年金生活者の調整された支給基準は，①過去において徐々に
積まれた職業上の熟練に由来するより高い賃金と③より長い平均拠出期間，を有する拠出
200 
スペイン経済： 1982年（下）一スペイン銀行『年次報告」より一―-(楠） 651 
2-43表社会保障給付
単位10億：ペセタ 増加率形 対 GDP比彩
1981 1982 1977~82 81/80 82/81 〔a〕 霜云翌1198111982 
総額 2,544.3 3,006.0 25.8 21.1 18.2 4.8 14.8 15. 2 
現金給付 2,133.5 2,541.7 27.8 23.2 19.1 4.8 12. 4 12. 9 
年金 1,294.5 - 29. 3(c〕 22.2 - 2.5 〔c〕 7.5 
一時的労働能力喪失 126.0 - 15.6 〔切 9.2 ーー 〇.1〔c) 0.7 
暫定的労働障害 37.7 - 39. 碇c) 16.0 ー。.1〔c) 0.2 
家計扶助 52.8 --3. 〇〔C〕-8.5 ＿ー 〇.3〔c〕 0.3 
失業給付 、468.7 510. 8 46.0 38.5 9.0 1.8 2.7 2.6 
完全失業給付 266.6 278.0 34.8 〔幻 29.3 4.3 〇.9〔b〕 1.5 1.4 
部分失業給付 20.8 19.9 糾.4〔b〕 55.2 -4.q 〇.1〔b〕 0.1 0.1 
失業手保当障：」分「社担会分 119. 2 122.7 33.7 〔句 36.9 2.9 〇.4〔b〕 0.7 0.6 
共別基同雇金用な基ど金の手＊•特当 20.1 45.0 54. 〇〔b〕 53.4 123.9 〇.1 〔b〕 0.1 0.2 
「よ雇る用助促成進分計〔画推計」に〕 42.0 45.2 125.8 7.6 0.2 0. 2 
「スペイン内戦」年金 26.8 39.0 10.7 45.5 0.2 0.2 
諸特別基金払に、よる支 50.4 38.4 3. 7 18.0 -23.8 -0.1 0.3 0.2 
その他 76.6 ・26.0 0.4 
現物給付 410.8 465.2 17. 3 11.0 13.2 0. 1 2.4 2.4 
保健・衛生 388.2 440.9 17.0 9.4 13.6 0.0 2.3 2.2 
社会的給付 22.6 24.3 23.4 45.8 7.5 0.0 0.1 0.1 
〔参考〕：支給機関
国 264.8 289.9 23.5 -0.9 9.5 0.4 1. 5 1. 5 
（本来の）社度会保障制 1,694.0 2,061. 7 20.2 18.3 21. 7 1. 4 9.8 10.4 
その他の社度会保障制 560.6 629.0 100.1 45.6 12.2 3.0 3.3 3.2 
その他の行政機関 24.9 26.3 19. 7 - 44.8 5.6 0. 0 0.1 0.1 
a〕累積（複利）率の年平均
b〕玲78年~82年期
り 1977年~81年期
＊）共同雇用基金 FECについては，本誌39巻3号， 156ベージの脚注を参照されたい
（訳者）。
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者に対応している結果，上昇傾向にある点も考慮に入れる必要がある。それゆえ平均年金
額は，インフレ現象を別にしても，増加しがちなのである。逆に＇，拠出額はー~会保障
の負担軽減を目指した諸措置にかかわりなく，また物価の上昇も差し引くと＿①平均勤
続年数の低下と，③これまでに創設された雇用契約の特別方式によって，減少する傾向を
もっている。この方式は，分担額の減免を定めているからである。
この他の社会保障給付は，ーーいくつかの軽視できない内部的な変動や，どちらかとい
えば強い不規則性をもったいろいろな項目の推移を別にすると一一対GDP比を維持する
傾向を有していた。この2年来の伸びがささやかであったので，現物給付のGDP比はわ
ずかに低下した。同じことは，一時的労働能力喪失による支給についても言える。もっと
も，この場合，その伸びの抑制は給付額の変更によって19804'-から始まっている。家計扶
助のための給付は相変わらず停滞しており， そのGDP比は1977年の0.6%から1982年に
は0.2彩になった。最後に「スペイン内戦」年金は， 1982年に390f意ペセタつまり GDPの
0.2彩であった点を指摘しておこう。そこで，近い過去および将来における社会保障給付
の推移は，年金支払によってたいへん直接的に左右されていると結論できる。
失業給付にかんして，その近年における急増は，失業の増加ーーより正確に言えば雇用
の低下ーーによって押し上げられている。というのも，失業保険は以前に就業していた者
だけを保護し，新規求職中の失業者は保護されないからであるが，後者の増加は，失業の
推移における大変重要な要因のひとつである。 1977年から1982年までの間に，失業給付額
は770億から5108億ペセタに-GDP比でみるとそれぞれ0,8%から 2.6彩に一ー増え・
た。この給付の増大は激しかったにもかかわらず，・失業人口にたいする適用水準が低い点
を指摘しておかねばならない。この事実は， 1980年10月の雇用基本法によって失業給付の
制限が導入されて以来，とりわけ特徴的なことなのである。この1980年10月に，登録され
た失業者にたいする失業保険受給者全体の比率は46.3%〔雇用経験のない失業者を除くと
58.3彩〕であった。この比率は，同年10月以前のそれと比べると低下しており，しかもそ
れ以来ずっと一一雇用基本法の一時的（支給）制限が効果を発揮するにつれて，当初は段
階的に，そしてその後はより著しく一ー後退し続けているのである。 1982年12月に，失業
保険の全受給者は48万9700人にのぼったが， これは，その月に登録されていた全失業者
の22.8彩＿また，そこから新規求職中の者を除いても30.7彩ーーにすぎない。このよう
に大変重要な失業給付の適用率の低下は，平均求職期間が経済危機｀とともに長期化してい
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るという事実に関連している〔1〕。さらに， 1981年から198硝三にかけて完全失業給付の伸び
は4.3彩にすぎず，他方， 1982年の消費者物価指数の平均上昇率は14.4%で， 同年に登録
された失業は23.3彩も増加した点を考慮すれば，最近の失業者にたいする保護は悪化して
いると指摘できるであろう。部分失業による補完的給付，共同（雇用基金）による雇用，
そして国民雇用協定ANEで定められた給付の拡大一ーこれらは，失業給付の伸びを9%
に高めた一ーによって，こうした状況の最も困難な局面のいくつかは緩和された。しかし
疑いなく，失業者の保護に向けられた公共支出が，近い将来も社会的圧力に見舞われるの
は避けられないであろう。
経営補助金は，この数年来ある程度の変動を示しながら， GDP比で2彩を下回る比率
を維持してきた〔2〕。 5.8%の低下をみせた1981年に，それはGDPのたった1.5彩になった
が， しかし1982年には44.8彩も急増したので， GDP比で1.9.%という197昭三の水準が回
復された。こうした1981年と1982年の対照的な動きは，経営補助金の年度間の割り振りに・
かんするある形式的な現象を示唆している。この補助金は，公企業一ーなかでも農産物の
転換と価格調整にかんする基金 FORPPA,スペイン国営鉄道 RENFE,北部石炭株式会
社 HUNOSA,そして郵便と通信（事業）一ーに非常に〔全体のほぼ75%が〕集中してい
る。民間企業への補助金の場合，その大部分は民間教育に向けられている。
また利払いは，この数年らい増加傾向を示しており， GDP比で1977年の0.5%から1982
年には0.9彩になった。その水準はまだ，他の多くの先進諸国に比べると相対的に低いけ
れども，だからといって，その将来の推移に注意する必要がないとは言えない。なぜなら
1〕・上記の論点を明らかに出来るはっきりした傾向をもった二つの時点が存在する。すな
わち，①1976年末に，平均求職期間が6カ月を超えるもの， 1年を超えるもの，そし
て2年を超えるものは，それぞれ失業者の40.2彩， 19.3彩， そして4.7彩であった。
しかるに③1982年末には，それらの比率は59.4彩， 24.9%,そして1.6彩に高まった
のである。
2〕補助金の額にかんして，その定義にまつわる慣習尊重主義を想起せねばならない。た
とえば，輸出にたいする租税減免は， 1982年に補助金の65%に相当したにもかかわら
ず，経営補助金には含まれていない。同じことは，，一般に租税の減免に関連する他の
場合にも観察されるが，これは，歳出と歳入の両面で国民経済計算に二重の影響を与
ぇ， したがってまた公的補助金の波及効果にかんして根本的に異なった評価を生みだ
すであろう。他方，経営補助金と資本移転支出を厳密に区別することは，とくにそれ
らを受け取る機関や企業の観点から検討される際には，それ相応の経済的意味を持っ
ている。、
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相次ぐ赤字の累積が，民間部門にたいする公共部門の負債の水準を急速に高めているから
である。具体的に1982年についてみると， 40.4彩という高い利払いの伸び率は，国内市場
や国際市場で支配的であった高い利子率と，外貨建て対外債務のペセタ建て利払いを増加
させた，ペセタの減価によって左右されていた。
ここではっきりさせておきたいことは，公共赤字の貨幣的なファイナンスから生み出さ
れた流動資産の増加を相殺するために，この数年らい著しく制約的な介入を続けてきたス
ペイン銀行がこうむった利払いは，一ー財産所得にかかわる歳入の減少という形で，スペ
イン鰤の（収支）勘定には反映されているけれども一~政府部門にとってはコストとし
て計上されていないという点である。金融•財政政策のコストを評価するうえで，この利
払い額が明確にされることは，明らかに重要である。
実際，そうした利払いの多寡は，赤字をたんにファイナンスするという配慮を超えた，
一連の情況や意志決定によって左右されている。かくて，，所与の赤字額のもとで，当局の
介入は，①一定のマネーサプライの伸び，R流動性の創出における他の自律的な諸要因の
動向，⑧当局が目指す利子率政策，④為替レートにかんする政策，そして最後に⑥金融機
関の諸資産（貸付）の拡張を規制するのに用いられる諸手段，に依存しているであろぅ。
しかし，他の形態のファイナンスによる利払いについても同じような諸問題が生じてお’
り，これらの問題はまた，どんな形態のファイナンスが採用されるかに依存している。か
くして，外国借入や（国内）負債による利子発生額と，国が貨幣的な拡張を規制するため
にこうむったコスト＇との間には，便宜的な差異以上のものは何もない。この数年らい事態
が推移してきた形態に注目してみると，拡張的な公共部門の貨幣的インパクトによって誘
発された介入は，スペイン銀行による非常に巨額の利払いをもたらした。その国内市場操
作によって生じた純利払いは， およそ1981年の31暉［ペセタから1982年には 1140億ペセタ
になったのである。
近い将来も存続するかなりの公共赤字は，—そのファイナンスが資本市場をつうじて
行われようが，スペイン銀行への依存をつうじて行われようが一赤字そのものによって
ある程度自己増殖されるであろう。この他にも，公共赤字のファイナンスは，たんなるコ
ストを超える込み入った他の諸問題を提起している。それらの問題のあるものは，全体と
しての財政；金融政策の編成や（経済）システムの均衡と関連しており， またあるもの
は，スペイン経済全体の効率性，生産性，そして競争力に関連しているのである。
この3年間における政府部門の資本支出については，累積年率で33.6%の大きな伸びが
記録された。この期間の伸びは，資本支出が名目で最低の伸びを示したものの実質ではか
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なり低下した，その前の2年間とは対照的である。最近の3年間に投資支出の対GDP比
は， 1979年の3%から1982年には4.7%になった〔ちなみに1977年は3.9%であった〕。こ
うした支出の伸びの高まりは，歳出のなかで経常支出を犠牲にしつつ投資支出を意図的に
大きくして，衰弱した民間投資を補完しようとする財政活動に何よりも対応しているが，
その目的は，思わしくない失業の動きや不況を緩和することにある〔国民雇用協定ANE
で準備された信用（枠）が＿この協定で定められた雇用目標を達成するうえで当初予算
が不足する場合に備えて—ー1982年 4 月に500{!ぽペセタも組み込まれ点を想起されたい〕。
そうした活動の背景にあるものとして，経済成長期に見られた公共投資と民間投資の不均
等な進展を挙げなければならないが，これは，公共投資がGDP比率でみても総投資比率
でみても相対的に低い点に表明されている。
この数年来の投資支出の伸びは，政府部門による総資本形成に•も，また資本移転支払に
も反映されたのに対して， 1978年と7領三の投資支出め落ち込みは，もっぱら前者に影響を
あたえた。こうした投資を実施機関別にみると，総投資について観察されたものに比べて
たいへん異なった経緯が，それぞれの機関ごとの投資の推移に見出される。もっとも，国
の場合，この（総投資の）推移は，（機関別に）細分化しても曖昧にはならない。
この5年間における資本移転の急増〔累積年率の平均で31.5%増〕一ーその大部分は国
から公企業への移転支払であった-fま，それが集中されたいろいろな項目に，年ごとに
異なる強さの影響をあたえたが，助成付き公共住宅や国家産業公社INI向けのような主
要な諸項目でたいへん不連続な推移が支配的であったと言うことが出来る。また1981年と
1982年には，危機に瀕した諸部門の再編に関連する移転支払が重要になった点〔1981年に
160億ペセタ， 1982年には228億ペセタ〕も指摘しておこう。これらは，まだ完結するには
ほど遠い産業再転換プロセスにたいする国の援助の一部を構成しており， したがってそう
した目標に向けての信用供与が，数年間にわたり資本移転の形で続けられるであろう。
これまで述べてきたことから次のような結論がみちびかれる。すなわち，公共赤字の問
題は根深いものであって，それを是正するには財政政策の側に毅然たる態度が必要とされ
る状況下にある。政府部門の赤字のファイナンスとその金融• 財政面での反響について
は，この r年次報告」の次章以下で詳しく分析されるであろう。
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